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   第 ５ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

令和４年10月24日(月曜日) 

            午前10時０分開議 

午前11時43分休憩

            午前11時46分開議 

午後０時21分休憩

            午後１時18分開議 

午後３時５分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第39号 令和３年度熊本県一般会計歳 

入歳出決算の認定について 

 議案第43号 令和３年度熊本県立高等学校

実習資金特別会計歳入歳出決算の認定

について 

議案第44号 令和３年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第45号 令和３年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

議案第46号 令和３年度熊本県用地先行取

得事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

議案第47号 令和３年度熊本県育英資金等

貸与特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

議案第59号 令和３年度熊本県流域下水道

事業会計決算の認定について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(11人) 

        委 員 長 山 口   裕 

        副委員長 緒 方 勇 二 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 坂 田 孝 志 

        委  員 岩 田 智 子 

 委  員 中 村 亮 彦 

         委  員 坂 梨 剛 昭 

        委  員 前 田 敬 介 

        委  員 南 部 隼 平 

        委  員 堤   泰 之 

欠 席 委 員      委  員 前 川   收 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 土木部 

部 長 亀 崎 直 隆 

       総括審議員 

      兼政策審議監 浦 田 隆 治 

総括審議員  

兼河川港湾局長 里 村 真 吾 

       道路都市局長 宮 島 哲 哉 

       建築住宅局長 小路永      守 

         監理課長 森 山 哲 也 

       用地対策課長 林 田 孝 二 

     土木技術管理課長 伊 東   貢 

       道路整備課長 森        裕 

       首席審議員 

     兼道路保全課長  緒 方   誠 

       都市計画課長 山 内 桂 王 

      下水環境課長 弓 削 真 也 

         河川課長  仲 田 裕一郎 

         港湾課長  倉 光 宏 一 

         砂防課長 松 田 龍 朋 

           建築課長 上 野 美恵子 

           営繕課長 折 田  義 浩 

           住宅課長 今 福 裕 一 

教育委員会 

         教育長 白 石 伸 一 

教育理事 石 元 光 弘 

教育総務局長 城 内 智 昭 

県立学校教育局長 重 岡 忠 希 

市町村教育局長 古 田   亮 

教育政策課長 竹 中 千 尋 

学校人事課長 鍬 本 亮 太 

文化課長 宮 﨑 公 一 

施設課長 東   敬 二 

高校教育課長 前 田 浩 志 
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特別支援教育課長 宮 本 信 高 

学校安全・安心推進課長 野 崎 康 司 

体育保健課長 平 江 公 一 

義務教育課長 藤 岡 寛 成 

社会教育課長 三 角 登志美 

人権同和教育課長 柳 田 壽 昭 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 野 尾 晴一朗 

    会計課長 杉 本 良 一 

――――――――――――――― 

監査委員・同事務局職員出席者 

        監査委員 藤 井 一 恵 

          局 長 西 浦 一 義 

首席審議員兼監査監 市 川 弘 人 

監査監 坂 本 誠 也 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 松 本 淳 一 

        議事課主幹 宗 像 克 彦 

――――――――――――――― 

 午前10時０分開議 

○山口裕委員長 それでは、ただいまから、

第５回決算特別委員会を開会します。 

 本日は、午前に土木部の審査を行い、午後

から教育委員会の審査を行うこととしており

ます。 

 それではまず、土木部の審査を行います。 

 執行部の説明を求めた後に、質疑を受けた

いと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るため、着座のまま簡潔にお願いします。 

 それでは、土木部長から決算概要の総括説

明を行っていただき、続いて、担当課長から

順次資料の説明をお願いします。 

 初めに、亀崎土木部長。 

 

○亀崎土木部長 亀崎でございます。本日は

よろしくお願いいたします。 

 令和３年度の決算の説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会におきまして御指摘

のありました施策推進上改善または検討を要

する事項等のうち、土木部関係につきまし

て、その後の措置状況を御報告いたします。 

 土木部関係としましては、２点の御指摘が

ございました。 

 まず、１点目は、「未収金対策について、

コロナ禍の影響による未収金の増加とそれに

伴う回収の労力の増加が懸念されるが、公平

性の観点から、引き続き、適正な債権管理と

徴収対策に努めること。」についてでござい

ます。 

 土木部では、関係局長、課長クラスで構成

する未収金対策連絡会議を設置しました。未

収金の状況、催告の早期着手、財産調査の実

施など、各課の取組事例及び課題等の情報共

有を図り、部としての取組計画等を定め、土

木部全体で未収金対策に取り組んでまいりま

す。 

 特に、コロナ禍の影響により未収金の増加

が懸念される県営住宅使用料につきまして

は、入居者に対して、指定管理者による家賃

減免等の相談対応や生活に関する各種支援制

度の紹介を積極的に行うなどし、未収金の増

加につながらないよう未然防止に努めている

ところでございます。 

 今後も、債務者の状況を的確に把握し、そ

の状況に応じた未収金対策に取り組んでまい

ります。 

 ２点目は、「県営住宅について、約８割は

熊本市内にあり、今後、県と熊本市の両者

で、県営住宅の在り方について移譲を含め検

討すること。」についてでございます。 

 前年度の御指摘を受けまして、令和３年11

月に開催しました県土木部と熊本市都市建設

局との連絡調整会議におきまして、熊本市内

の公営住宅の在り方を両者で連携して継続的

に検討、協議を行っていくことを確認しまし

た。 

 そして、令和４年１月には、両者の関係局
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長及び課長で構成いたします熊本県・熊本市

公営住宅政策調整会議を設置し、協議を重ね

ているところでございます。今後、熊本市が

行う長寿命化計画の改定作業を踏まえ、引き

続き、両者で公営住宅の在り方について検討

を行ってまいります。 

 続きまして、土木部の令和３年度決算の概

要を決算特別委員会説明資料の１ページ、令

和３年度歳入歳出決算総括表で御説明いたし

ます。 

 まず、歳入でございますが、最下段の計の

欄のとおり、一般会計、特別会計合わせまし

て、収入済額が629億9,000万円余、不納欠損

額は９万5,000円でございます。 

 不納欠損額の主なものは、県営住宅使用料

の時効によるものでございます。また、収入

未済額は、３億1,900万円余となっており、

主なものは、海砂利超過採取に係る過料等と

なっております。 

 なお、予算現額と収入済額との差458億

7,900万円余は、主に翌年度への事業繰越し

に伴う国庫支出金の減でございます。 

 続きまして、歳出でございますが、一般会

計、特別会計合わせまして、支出済額が

1,423億1,500万円余、翌年度繰越額は872億

1,500万円余でございます。 

 繰越額につきましては、令和２年７月豪雨

災害に伴う復旧事業等が依然としてある中、

土木部の総力を挙げて執行に努めてきたとこ

ろでございますが、国土強靱化事業が補正予

算により確保されたことなどから、前年度よ

りは減少しているものの、例年と比べますと

増えております。引き続き、その執行を鋭意

進めてまいります。 

 また、不用額は、67億9,400万円余となっ

ており、その主な理由は、事業費確定に伴う

執行残等によるものでございます。 

 以上、令和３年度土木部歳入歳出決算の概

要につきまして、総括的に御説明申し上げま

したが、詳細につきましては、関係課長から

説明いたしますので、よろしくお願いしま

す。 

 

○山口裕委員長 引き続き、各課長から説明

をお願いします。 

 

○森山監理課長 監理課でございます。 

 まず最初に、土木部の定期監査における指

摘事項につきましては、後ほど河川課、港湾

課から説明いたします。 

 それでは、決算の概要につきまして御説明

いたします。 

 説明資料２ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入についてでございます。 

 ２ページから４ページにかけまして、使用

料及び手数料、国庫支出金、財産収入、諸収

入がございます。いずれも不納欠損額、収入

未済額はございません。 

 ５ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出についてでございます。 

 ３段目の土木総務費におきまして、543万

9,000円の不用額を生じております。主に公

物・広告物管理指導費、会計年度任用職員の

給与の執行残でございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ２番目の建設業指導監督費におきまして、

602万7,000円の不用額を生じております。主

なものは、建設産業新３Ｋ推進プロジェクト

事業でございますが、団体や企業が実施する

補助事業の実績が見込みを下回ったこと等に

よる執行残でございます。 

 監理課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○林田用地対策課長 用地対策課でございま

す。 

 決算の概要について御説明いたします。 

 説明資料の７ページをお願いします。 

 一般会計の歳入についてでございます。 

 上段の使用料及び手数料、下段の諸収入に
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ついて、不納欠損額、収入未済額ともにござ

いません。 

 使用料及び手数料は、予算額に対して収入

済額が101万2,000円の増となっております

が、裁決申請が２件あったためでございま

す。 

 次に、説明資料の８ページをお願いいたし

ます。 

 一般会計の歳出についてでございます。 

 土木総務費で339万3,000円の不用額が生じ

ておりますが、主に収用手続に係る事務費等

の執行残でございます。 

 続きまして、説明資料の９ページをお願い

します。 

 用地先行取得事業特別会計の歳入について

でございます。 

 上段の財産収入、下段の繰越金について、

いずれも不納欠損額、収入未済額ともにござ

いません。 

 次に、説明資料の10ページをお願いしま

す。 

 用地先行取得事業特別会計の歳出について

でございます。 

 公債費について、不用額はございません。 

 用地対策課の説明は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○伊東土木技術管理課長 土木技術管理課で

ございます。 

 決算について御説明します。 

 委員会説明資料の11ページをお願いいたし

ます。 

 歳入について御説明します。 

 １段目の財産収入、５段目の諸収入ともに

不納欠損額、収入未済額はございません。 

 続きまして、歳出について御説明します。 

 資料の12ページをお願いします。 

 土木総務費におきまして、925万3,000円の

不用額が生じております。 

 主な理由は、ＣＡＬＳ／ＥＣ事業及び土木

業務委託事業費に関する入札等に伴う執行残

でございます。 

 土木技術管理課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○森道路整備課長 道路整備課でございま

す。 

 説明資料の13ページをお願いします 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 主な内容について御説明します。 

 表の１段目をお願いします。 

 土木費負担金ですが、予算額に対し、

6,204万3,000円の減となっております。 

これは、繰越し及び事業費確定に伴うもの

でございます。 

 表の上から４段目をお願いします。 

 土木費国庫補助金ですが、予算額に対し、

70億1,916万1,000円の減となっております。

 これは繰越しに伴うものでございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 15ページをお願いします。 

 ２段目の道路橋りょう総務費の不用額は

1,114万3,000円でございます。 

これは、直轄事業負担金の事業費確定によ

る執行残などでございます。 

 16ページをお願いします。 

 １段目の道路新設改良費の不用額は810万

6,000円でございます。 

これは、地域道路改築費や道路施設保全改

築費等の事業費確定による執行残でございま

す。 

 以上が一般会計における歳入、歳出でござ

います。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

しては、別添の附属資料で御説明いたしま

す。 

 道路整備課につきましては、附属資料の１

ぺージから43ページまで記載しております

が、40ページをお願いいたします。 
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 道路整備課の明許繰越しの合計は、最下段

の左から１列目のとおり297か所で、明許繰

越しの額は、５列目のとおり127億726万5,00

0円でございます。 

 繰越しの理由といたしましては、地元住民

や交通管理者など関係機関との協議調整や用

地補償交渉の難航などに不測の日数を要した

ことなどにより、やむなく次年度へ繰り越し

たものでございます。 

 次に、43ページをお願いします。 

 道路整備課の事故繰越は、最下段の左から

１列目のとおり17か所で、事故繰越の額は、

５列目のとおり12億8,527万4,000円でござい

ます。 

 繰越しの理由といたしましては、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響により、電柱の移

転や地権者との協議等に不測の日数を要した

ため、やむなく次年度へ繰り越したものでご

ざいます。 

 事業については、現在工事は順調に進んで

おりまして、年度内に全ての工事が完了する

予定でございます。 

 以上で道路整備課の説明を終わらせていた

だきます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○緒方道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 決算について御説明いたします。 

 説明資料の17ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 主な内容について御説明いたします。 

 １段目の分担金及び負担金につきまして

は、予算額に対し、2,667万1,000円の減とな

っております。 

これは、主に４段目の道路施設保全改築費

負担金の事業費の確定に伴うものでございま

す。 

 18ページをお願いします。 

 １段目の使用料及び手数料につきまして

は、予算額に対し、856万5,000円の増となっ

ております。 

これは、主に２段目の道路占用料実績増に

よるものでございます。 

 ４段目の国庫支出金につきましては、予算

額に対し、42億427万1,000円の減となってお

ります。 

これは、主に最下段の社会資本整備総合交

付金における工事の繰越し及び事業費の確定

に伴うものでございます。 

 19ページをお願いします。 

 ５段目の諸収入ですが、予算に対し、662

万9,000円の増となっております。７段目の

雑入の増によるものでございます。 

 歳入につきましては以上です。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 20ページをお願いします。 

 ２段目の道路橋りょう総務費の不用額の

417万1,000円の主な理由は、人件費の執行残

及び道路管理事業における道路賠償責任保険

の入札に伴う執行残等によるものでございま

す。 

 ３段目の道路維持費の不用額3,598万4,000

円の主な理由は、単県道路維持修繕費におけ

る積雪対策費等の執行残によるものでござい

ます。 

 21ページをお願いします。 

 道路新設改良費の不用額4,983万6,000円の

主な理由は、道路施設保全改築費の事業費確

定に伴う執行残によるものでございます。 

 歳出につきましては以上でございます。 

 続きまして、翌年度の繰越事業につきまし

ては、附属資料で御説明いたします。 

 附属資料のほうをお願いします。 

 道路保全課につきましては、附属資料の44

ページから102ページまで記載しております

が、101ページをお願いいたします。 

 道路保全課の明許繰越しの合計は、最下段

のとおり、445か所、95億1,760万7,000円で
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ございます。 

 繰越しの主な理由といたしましては、計画

の策定、工法の検討等、不測の日数を要した

ことにより、やむを得ず繰越ししたもので、

現在、その執行に鋭意取り組んでいるところ

でございます。 

 102ページをお願いします。 

 道路保全課の事故繰越は、最下段のとおり

３か所で、事故繰越の額は、１億1,951万円

でございます。 

 事故繰越の理由といたしましては、新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響により、資材確

保の遅れや関係者との協議に不測の日数を要

したため、やむなく次年度へ繰り越したもの

で、現在、２か所については既に完了して、

残り１か所についても年度内に完了する予定

でございます。 

 最後に、県有財産の処分状況につきまして

説明します。 

 附属資料の217ページをお願いします。 

 ここにある一覧表のとおりでございまし

て、３件ございます。 

 以上で道路保全課の説明を終わらせていた

だきます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○山内都市計画課長 都市計画課でございま

す。 

 まず、決算につきまして御説明いたしま

す。 

 説明資料の22ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 主な内容について御説明いたします。 

 １段目の分担金及び負担金ですが、予算額

に対して6,186万6,000円の減となっておりま

す。 

これは、繰越し及び事業費確定に伴うもの

でございます。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 下から２段目の国庫支出金ですが、予算額

に対して22億9,052万8,000円の減となってお

ります。 

これは、主に最下段の市町村都市災害復旧

指導監督事務費負担金と、次に、24ページを

お願いいたします。２段目の社会資本整備総

合交付金の繰越し及び事業費確定に伴うもの

でございます。 

 次に、下から３段目の繰入金ですが、予算

額に対し、388万2,000円の減となっておりま

す。 

これは事業費確定に伴うものでございま

す。 

 次に、25ページをお願いいたします。 

 ２段目の諸収入でございますが、予算額に

対して5,767万3,000円の減となっておりま

す。 

これは、主に３段目の都市計画関係受託事

業収入と下から２段目の換地処分清算金の繰

越し及び事業費確定に伴うものでございま

す。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 27ページをお願いいたします。 

 ２段目の都市計画総務費の不用額３億

3,525万9,000円は、主に単県堆積土砂排除事

業の事業費確定に伴うものでございます。 

 次に、28ページをお願いいたします。 

 １段目の土地区画整理費の不用額4,679万

4,000円は、土地区画整理事業の事業費確定

に伴うものでございます。 

 ２段目の街路事業費の不用額1,248万3,000

円は、主に街路整備事業費の事業費確定に伴

うものでございます。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 ２段目の都市災害復旧費の不用額3,357万

2,000円は、市町村災害復旧指導監督事務費

の事業費確定に伴うものでございます。 

 以上が一般会計における歳入、歳出でござ

います。 

 続きまして、翌年度の繰越事業につきまし
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ては、附属資料で御説明いたします。 

 都市計画課の繰越事業につきましては、附

属資料の103ページから111ページに記載して

おります。 

 108ページをお願いいたします。 

 都市計画課の明許繰越しの合計は、最下段

のとおり、30か所で35億8,890万3,000円でご

ざいます。 

 繰越しの主な理由といたしましては、関係

機関及び補償物件の権利者との協議調整等に

不測の日数を要したことにより、やむを得ず

次年度へ繰り越したもので、現在、その執行

に鋭意取り組んでいるところでございます。 

 次に、111ページをお願いいたします。 

 都市計画課の事故繰越の合計は、最下段の

とおり、14か所で14億187万6,000円でござい

ます。 

 主な繰越しの理由といたしましては、宅地

乗り入れ位置などに係る権利者との合意形成

に不測の日数を要したため、やむなく次年度

へ繰り越したものでございます。いずれも年

度内に完了する予定でございます。 

 以上で都市計画課の説明を終わらせていた

だきます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○弓削下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 決算について御説明いたします。 

 説明資料の30ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 主な内容について御説明します。 

 30ページ２段目の国庫支出金ですが、予算

額に対して、１億794万5,000円の減となって

おります。 

これは、主に３段目の市町村都市災害復旧

指導監督事務費負担金。 

 次に、31ページをお願いいたします。 

 １段目の農山漁村地域整備交付金、５段目

の農村生活環境施設復旧費補助の事業費確定

及び繰越しに伴うものでございます。 

 31ページ６段目の繰入金ですが、予算額に

対しまして、1,824万円の減となっておりま

す。 

これは、グリーン電力価値売却収入、流域

下水道事業会計からの繰入金の事業費確定に

伴うものでございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 33ページをお願いいたします。 

 ３段目の環境整備費の不用額8,523万5,000

円は、主に浄化槽整備事業の執行残によるも

のでございます。 

 次に、35ページをお願いいたします。 

 ２段目の都市計画総務費の不用額1,885万

3,000円は、主に下水道事業総務事務費の事

業費確定に伴うものでございます。 

 次に、36ページをお願いいたします。 

 ３段目の都市災害復旧費の不用額は5,614

万円、これにつきましては、市町村災害復旧

指導監督事務費の事業費確定に伴うものでご

ざいます。 

 以上が一般会計における歳入、歳出でござ

います。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

して、附属資料で御説明いたします。 

 附属資料の112ページをお願いいたしま

す。 

 下水環境課の明許繰越しの合計は、最下段

のとおり、５か所で、明許繰越しの額は、

4,518万6,000円となっております。 

 繰越しの主な理由といたしましては、資材

の供給不足、災害復旧事業や地元との調整に

不測の日数を要したことなどにより、やむを

得ず次年度に繰り越したものでございます。 

 なお、一般会計における繰越事業につきま

しては、全て令和４年度内に完了予定でござ

います。 

 以上で下水環境課の説明を終わらせていた

だきます。 
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 よろしくお願いいたします。 

 

○仲田河川課長 河川課でございます。 

 まず、定期監査において指摘事項がござい

ましたので、御説明させていただきます。 

 別添の監査結果指摘事項をお願いいたしま

す。 

 指摘事項は、(1)公用車の毀損について、

「毀損額が大きい自損事故が１件、それ以外

の自損事故が１件発生している。職員の交通

安全意識の高揚を図るとともに、交通事故に

対する効果的な防止策を講じること。」でご

ざいます。 

 事案の概要につきまして、毀損額が大きい

事故の発生日は、令和４年４月４日、毀損額

は、37万6,975円でございます。 

これは、県庁地下公用車駐車場に駐車する

ためバックしたところ、コンクリート柱に車

両後部が接触し、ガラス及びドア等を破損さ

せたものでございます。 

 それ以外の自損事故の発生日は、令和４年

１月14日、毀損額は、５万8,991円でござい

ます。 

これは、現地視察のため河川堤防道路を走

行中、右カーブを曲がったところ、ガードレ

ールに車両右部後方ドアが接触し、ドアを破

損させたものでございます。 

 対応状況につきましては、いずれの事故も

運転者が注意を怠らなければ防げた事故であ

ることから、運転者に対しては厳重な注意を

行い、入念な安全確認について指導いたしま

した。 

 河川課全職員に対しましては、交通安全講

習会を実施し、交通安全意識の高揚を図り、

さらに車庫入れの際の同乗者下車による後方

確認並びに現地視察の際の下車後の調査実施

を徹底いたしました。また、地下駐車場の事

故につきましては、柱に反射材を設置し、再

発防止を図りました。 

 河川課全職員に対しましては、改めて毎月

開催する課の班長会議等を通じ、交通事故防

止に係る注意喚起を行い、再発防止に努めて

まいります。 

 それでは、先ほどの委員会説明資料にお戻

りいただきます。 

 37ページをお願いいたします。 

 歳入歳出決算について御説明させていただ

きます。 

 まず、歳入についてですが、１段目の分担

金及び負担金につきましては、海岸事業に伴

う市町村の分担金ですが、不納欠損額及び収

入未済額はありません。 

 次に、４段目の使用料及び手数料につきま

しては、不納欠損額はありませんが、収入未

済額が243万9,000円となっております。 

 収入未済額につきましては、後ほど附属資

料で御説明いたします。 

 続きまして、38ページをお願いいたしま

す。 

 ２段目の国庫支出金につきましては、不納

欠損額、収入未済額ともにございませんが、

予算現額と収入済額の比較で218億7,808万円

の減となっております。 

これは繰越し及び事業費確定に伴うもので

ございます。 

 この繰越しにつきましても、後ほど附属資

料で御説明いたします。 

 次に、39ページをお願いいたします。 

 下から４段目の諸収入ですが、不納欠損額

はございませんが、収入未済額が３億332万

9,000円となっております。また、予算現額

と収入済額の比較で４億2,653万円の減とな

っております。 

これは繰越し及び事業費確定に伴うもので

ございます。 

 この繰越しや収入未済額につきましても、

後ほど御説明いたします。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 42ページをお願いいたします。 
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 ２段目の河川海岸総務費につきまして、６

億9,064万4,000円の不用額が生じておりま

す。 

これは、主に河川管理費に伴う執行残や国

直轄事業の事業費確定に伴う執行残によるも

のです。 

 43ページをお願いいたします。 

 １段目の河川改良費につきまして、８億

1,900万6,000円の不用額が生じております。  

これは、主に河川改良費、単県河川等災害

関連事業費の事業費確定に伴う執行残による

ものです。 

 44ページをお願いいたします。 

 １段目の海岸保全費につきまして、5,242

万円の不用額が生じております。 

これは、主に海岸保全費の事業費確定に伴

う執行残によるものです。 

 45ページをお願いいたします。 

 １段目の土木災害復旧費で16億7,652万

5,000円の不用額が生じています。 

これは、２段目の河川等補助災害復旧費及

び46ページ２段目の河川等単県災害復旧費の

額の確定に伴う執行残によるものです。 

 以上が歳入歳出決算に関しての説明となり

ます。 

 続きまして、別添の附属資料にて繰越事業

の説明をさせていただきます。 

 明許繰越しにつきましては、附属資料113

ページから145ページに掲載しております。 

 145ページをお願いいたします。 

 145ページ最下段の合計欄に記載していま

すとおり、河川課の明許繰越しの合計は、

1,414か所、285億3,872万7,000円となってお

ります。 

 主な理由としましては、関係機関との工法

選択や計画策定時の協議、用地買収の遅れ及

び工事増加に伴う労務者や建設資機材等の不

足など、その調達や手配等に時間を要したこ

と等により、やむを得ず次年度へ繰り越した

ものでございます。 

 次に、事故繰越につきまして、146ページ

から151ページに掲載しております。 

 151ページをお願いいたします。 

 151ページ最下段の合計欄に記載していま

すとおり、河川課の事故繰越の合計は、425

か所、109億7,877万2,000円となっておりま

す。 

 主な理由としまして、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大防止により関係機関との協

議調整に不測の日数を要したものや令和２年

７月豪雨の影響により施工業者の人員確保が

困難となり、工事の施工期間に不測の日数を

生じたため、次年度へ事故繰越したものでご

ざいます。 

 なお、いずれも今年度中に完了する予定で

ございます。 

 続きまして、収入未済額につきまして御説

明させていただきます。 

 資料の209ページをお願いいたします。 

 １段目の河川敷占用料で３万6,000円、２

段目の土石採取料で240万2,000円、３段目の

雑入で３億332万9,000円の収入未済が生じて

おります。 

 これらの理由につきまして、次ページ、

210ページの上段にあります３、収入未済額

の状況を御覧ください。 

 まず、１段目の河川敷占用料で５件の収入

未済がございます。理由としましては、その

他が４件で、その内容としましては、経営不

振によるものでございます。また、債務の否

認によるものが１件となっております。 

 次に、２段目の土石採取料で１件の収入未

済がございます。理由としましては、その他

が１件で、その内容としましては、経営不振

によるものでございます。 

 雑入の３段目、海砂利超過採取に係る過料

及び４段目の海砂利超過採取に係る不当利得

につきましては、５者が過料、不当利得、そ

れぞれの債務を負っているもので、それぞれ

５件の収入未済がございます。理由としまし



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和４年10月24日) 

 - 10 - 

ては、その他の５件となっており、その内容

としましては、会社代表者の死亡によるもの

が２件、会社の経営不振によるものが３件と

なっております。 

 占用料等の使用料の未収金につきまして

は、これまで出先機関とも連携しながら徴収

に努めているところでございますが、引き続

き、未収金の解消に向けて指導して取り組ん

でまいります。 

 また、過料等の雑入の未収金につきまして

は、平成22年度と平成24年度に判明した民間

業者による海砂利の違法採取に起因するもの

で、資料に数字の記載はございませんが、過

料等の全額は、３億2,400万円余でございま

した。令和３年度は、このうち預金が判明し

た２債務者につきまして、口座の差押えを実

施し、154万円余の収入をいたしました。こ

れにより、令和３年度末までに2,150万円余

が納付されている状況でございます。 

 いずれの債務者も、経営状況が厳しく、ま

た、財産調査の結果でも全額の納付が可能な

状況ではありませんでした。徴収が厳しい状

況でございますが、今後も引き続き、債務者

への訪問を行うなど、粘り強く徴収に取り組

んでまいります。 

 以上で河川課の説明を終わらせていただき

ます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○倉光港湾課長 港湾課でございます。 

 まず、監査結果指摘事項につきまして御説

明いたします。 

 お手元の資料のうち、監査結果指摘事項と

いう表題のＡ４の縦判資料の２ページをお願

いいたします。 

 指摘事項は、国有資産等所在市町村交付金

の交付についてでございます。 

 その内容としましては、「特定の事業者に

県有財産の固定資産(港湾施設)を継続的に貸

し付けている場合は、当該固定資産の所在す

る市町村に対し、国有資産等所在市町村交付

金を交付しなければならないところ、対象市

町村に交付金の支払が行われていない。国有

資産等所在市町村交付金法に基づき、交付漏

れのないよう適正な事務処理を行うこと。」

でございます。 

 まず、国有資産等所在市町村交付金は、国

や県などが所有します固定資産のうち、使用

の実態が民間の所有のものと類似しているも

のにつきましては、その固定資産が所在する

市町村に対し、地方税法で定める固定資産税

の代わりに、国有資産等所在市町村交付金を

交付することができることになっておりま

す。 

 今回の事案の概要でございますが、特定の

事業者に対して、おおむね１年以上にわたっ

て野積み場や上屋など港湾施設を貸し付けて

おり、この場合、使用の実態が民間の所有の

ものと類似していると判断し、交付金の交付

対象とすべきところでございましたが、使用

実態を把握しないまま事務処理を進めたため

に、交付金の対象に漏れがあったというもの

でございます。 

 次に、対応状況でございますが、今後、同

様の事案が発生しないよう、使用実態を確認

した上で、交付金の交付対象となる県有財産

の固定資産の精査を行いました。 

 また、遡及交付に向け、遡及交付額の精査

を行っているところでございます。 

 続きまして、決算について御説明いたしま

す。 

 港湾課は、一般会計のほか、港湾整備事業

特別会計及び臨海工業用地造成事業特別会計

の２つの特別会計について御説明いたしま

す。 

 説明資料の47ページをお願いいたします。 

 一般会計について御説明いたします。 

 まず、歳入につきましては、１段目の分担

金及び負担金に不納欠損額、収入未済額はご

ざいません。 
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 ６段目の使用料及び手数料において不納欠

損額、収入未済額はありませんが、予算現額

と収入済額との比較の332万5,000円の増につ

きましては、主に土木行政財産使用料の実績

増によるものでございます。 

 48ページをお願いいたします。 

 国庫支出金に不納欠損額、収入未済額はあ

りませんが、予算現額と収入済額との比較の

13億1,552万8,000円の減につきましては、繰

越し及び事業費確定によるものでございま

す。 

 内容につきましては、後ほど附属資料で御

説明いたします。 

 49ページをお願いいたします。 

 ２段目からの財産収入、繰入金に不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 50ページをお願いいたします。 

 繰越金、諸収入につきましても、不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 51ページをお願いいたします。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 ２段目の港湾管理費で630万8,000円の不用

額が生じております。 

これは事業費確定に伴う執行残によるもの

でございます。 

 52ページをお願いいたします。 

 港湾建設費で5,114万4,000円の不用額が生

じております。 

これは事業費確定に伴う執行残によるもの

でございます。 

 53ページをお願いいたします。 

 空港管理費で1,498万7,000円の不用額、最

下段の港湾補助災害復旧費で１億4,075万

8,000円の不用額が生じております。 

これは事業費確定に伴う執行残によるもの

でございます。 

 54ページをお願いいたします。 

 港湾単県災害復旧費で300万円の不用額が

生じております。 

これは事業費確定に伴う執行残によるもの

でございます。 

 55ページをお願いいたします。 

 港湾整備事業特別会計について御説明いた

します。 

 まず、歳入につきましては、１段目の使用

料及び手数料において32万7,000円の収入未

済額がございます。 

 内容につきましては、後ほど附属資料で御

説明いたします。 

 ４段目の国庫支出金に不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 56ページをお願いいたします。 

 財産収入、繰入金、繰越金に不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 57ページをお願いいたします。 

 １段目の諸収入において298万3,000円の収

入未済額がございます。 

 内容につきましては、後ほど附属資料で御

説明いたします。 

 最下段の県債に不納欠損額、収入未済額は

ございません。 

 58ページをお願いいたします。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 ２段目の施設管理費において2,373万7,000

円の不用額、最下段の港湾整備費において

430万円の不用額が生じております。 

これは事業費確定に伴う執行残によるもの

でございます。 

 60ページをお願いいたします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計について御

説明いたします。 

 まず、歳入につきまして、不納欠損額、収

入未済額はございません。 

 62ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 ２段目の熊本港臨海用地造成事業費で22万

8,000円の不用額が生じております。 

これは事業費確定に伴う執行残によるもの

でございます。 

 以上で一般会計、特別会計の歳入、歳出に
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関する説明を終わります。 

 続きまして、附属資料について御説明いた

します。 

 まず、繰越しについて御説明いたします。 

 附属資料の152ページから164ページが、港

湾課に係る繰越事業でございます。 

 160ページをお願いいたします。 

 最下段のとおり、一般会計の明許繰越し

は、67か所、35億8,023万6,000円で、理由と

しましては、工法の選択等に不測の日数を要

したことによる繰越しでございます。 

 続きまして、163ページをお願いいたしま

す。 

 港湾整備事業特別会計の明許繰越しは、最

下段のとおり、10か所、３億9,370万1,000円

で、理由としましては、施工に当たり、関係

者との調整に不測の日数を要したことなどで

ございます。 

 164ページをお願いいたします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計の明許繰越

しは、最下段のとおり、２か所、678万2,000

円で、理由としましては、関係者との調整等

に不測の日数を要したことなどでございま

す。 

 なお、いずれも本年度中に施工を完了する

予定でございます。 

 211ページをお願いいたします。 

 続きまして、収入未済について御説明いた

します。 

 港湾整備事業特別会計で、最上段のとお

り、使用料及び手数料のうち、重要港湾使用

料で32万7,000円の収入未済額があります

が、その理由は、債務者の業績不振でござい

ます。 

 なお、２件のうち、１件につきましては、

今年度納付がなされております。 

 また、２段目の諸収入のうち、雑入で298

万3,000円の収入未済額があり、その理由

は、債務者の業績不振によるものが１件、督

促等を行うも非協力的であるものが１件とな

っております。 

 212ページをお願いいたします。 

 なお、未収金対策につきましては、債務者

に対し、分納誓約書による分割納付指導等を

継続中でございます。今後も、四半期ごとに

進捗状況を確認し、未収金解消に向けた対策

の検討を行ってまいります。 

 以上で港湾課の説明を終わります。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○松田砂防課長 砂防課でございます。 

 決算について御説明いたします。 

 説明資料63ページをお願いします。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 砂防課におきましては、不納欠損額、収入

未済額はございません。 

 最下段から３段目の国庫支出金につきまし

て、予算現額と収入済額との比較で84億

9,795万7,000円の減となっております。 

これは、社会資本整備総合交付金や災害関

連緊急砂防事業費補助などにおける繰越し及

び事業費確定によるものでございます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 説明資料の66ページをお願いします。 

 上から３段目の砂防費につきまして、不用

額が24億8,275万5,000円生じております。 

主な理由は、事業費の確定により執行残が

生じたものでございます。特に、災害関連緊

急急傾斜地崩壊対策事業と災害関連緊急砂防

事業におきまして、砂防課不用額の約85％に

当たる約21億円の不用となっておりますが、

これは、事業用地取得の難航等によって、令

和３年度中に工事契約ができないものについ

ては、県予算上、事故繰越ができないことか

ら、令和３年度の予算を不用としたものでご

ざいます。 

 なお、当該不用額につきましては、改めて

令和４年度予算に計上しております。 

 続きまして、繰越しについて御説明いたし
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ます。 

 附属資料をお願いします。 

 附属資料の165ページから197ページにかけ

て、令和３年度の明許繰越しを記載しており

ます。 

 197ページをお願いします。 

 最下段に記載しておりますように、令和４

年度への繰越額は、合計で210か所、97億

5,658万6,000円でございます。 

繰越しの主な理由としましては、工事の施

工に伴う工事用進入路の配置や工事用地の取

得に関して地元関係者の協議に不測の日数を

要したなどにより、やむを得ず次年度へ繰越

ししたものでございます。 

 次に、附属資料の198ページから205ページ

にかけて、令和３年度の事故繰越を記載して

おります。 

 205ページをお願いします。 

 最下段に記載しておりますように、令和４

年度への事故繰越は、合計で44か所、42億

4,966万8,000円でございます。 

事故繰越の主な理由としましては、令和２

年７月豪雨や新型コロナウイルス感染拡大の

影響により、施工業者の人員確保や工事用資

材の入手が困難となり、工事施工に不測の日

数を要することにより、やむを得ず次年度へ

事故繰越を行ったものでございます。 

 なお、いずれも本年度中に施工完了する予

定でございます。 

 以上で砂防課の説明を終わらせていただき

ます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○上野建築課長 建築課でございます。 

 決算について御説明いたします。 

 説明資料の68ページをお願いいたします。 

 歳入でございますが、不納欠損額及び収入

未済額はございません。 

 主な内容について御説明いたします。 

 １段目以降の使用料及び手数料についてで

ございますが、３段目の土地開発行為許可申

請手数料につきましては、収入済額が予算現

額に対して420万3,000円の増となっておりま

す。 

これは、主に土地開発行為許可申請件数が

見込みより多かったためでございます。 

 ４段目の建築確認申請手数料につきまして

は、収入済額が予算現額に対して581万2,000

円の減となっております。 

これは、主な理由といたしまして、令和２

年７月豪雨災害の被災者に対して減免措置を

行ったため、減となったものでございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 71ページをお願いいたします。 

 上から３段目の建築指導費における不用額

934万2,000円につきましては、主に建築基準

行政費の事務費の執行残及びやさしいまちづ

くり建築物推進費の執行残でございます。 

 続きまして、翌年への繰越事業につきまし

て、附属資料で御説明いたします。 

 建築課につきましては、附属資料の206ペ

ージに記載しております。 

 206ページの最下段のとおり、建築課の令

和４年度への繰越額の合計は、２か所、

2,555万8,000円でございます。 

 繰越しの主なものといたしましては、ま

ず、上から１段目に記載している建築物防災

対策推進事業費でございますが、これは、水

俣市において緊急安全確認大規模建築物への

耐震化助成を行っておりますが、工事の施工

に伴い発生した状況変化による施工能率の低

下により調整に時間を要したため、やむなく

繰越しを行ったものでございます。 

 次に、３段目にあります危険ブロック塀等

安全確保支援事業費でございますが、熊本市

において危険なブロック塀等の撤去に係る助

成を行っておりますが、新型コロナウイルス

感染症の拡大により労務者の手配調整に時間

を要したため、やむなく繰越しを行ったもの

でございます。いずれも年度内には完了する
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見込みとなっております。 

 建築課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○折田営繕課長 営繕課でございます。 

 決算について御説明いたします。 

 説明資料の72ページをお願いいたします。 

 歳入について御説明いたします。 

 繰越金がございますが、いずれも不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 次に、73ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 土木総務費の不用額2,080万4,000円につき

ましては、主に県有施設の改修等に係る工事

請負費や設計監理委託料の入札に伴う執行残

及び事務費の執行残でございます。 

 続きまして、翌年度の繰越しについて、附

属資料で説明いたします。 

 営繕課につきましては、附属資料の207ペ

ージに記載しております。 

 207ページをお願いいたします。 

 営繕課の令和４年度の繰越しの合計は、表

最下段のとおり、県有施設保全改修費で７か

所、合計２億1,462万8,000円となっておりま

す。いずれも施工時期に係る施設側との調整

に不測の日数を要したため、やむを得ず次年

度へ繰り越したものでございます。 

 なお、いずれも今年度完了する予定でござ

います。 

 営繕課は以上です。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○今福住宅課長 住宅課でございます。 

 決算について御説明いたします。 

 説明資料の74ページをお願いいたします。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 １段目の使用料及び手数料ですが、調定額

20億3,780万4,000円に対し、収入済額が20億

2,734万2,000円、不納欠損額が９万5,000

円、収入未済額が1,036万6,000円となってお

ります。 

 使用料の内訳として、３段目に県営住宅の

家賃に当たる県営住宅使用料、４段目に駐車

場代などに当たる県営住宅用地使用料を記載

しております。 

 不納欠損と収入未済の状況については、後

ほど附属資料で御説明いたします。 

 75ページをお願いいたします。 

 １段目の国庫支出金ですが、予算現額と収

入済額との比較で１億6,301万4,000円の減と

なっております。 

これは、２段目の社会資本整備総合交付金

の繰越し及び事業費確定に伴うことが主なも

のです。 

 ４段目から76ページにかけて、財産収入、

繰越金、諸収入、雑入についてですが、いず

れも、不納欠損額、収入未済額ともございま

せん。 

 77ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 上から２段目の住宅管理費の不用額1,528

万8,000円の主な理由は、訴訟に係る訴訟費

用の執行残、県営住宅維持補修費の事業費確

定に伴う執行残でございます。 

 ３段目の住宅建設費の不用額2,907万4,000

円の主な理由は、公営住宅ストック総合改善

事業費の事業費確定に伴う執行残、高齢者向

け優良賃貸住宅供給促進事業費の事業費確定

に伴う執行残でございます。 

 続きまして、附属資料について御説明いた

します。 

 附属資料の208ページをお願いいたしま

す。 

 繰越事業について御説明いたします。 

 住宅課の明許繰越しの合計は、最下段に記

載のとおり、３億7,852万2,000円でございま

す。 

繰越しの主な理由は、計画変更の検討、設

計変更に不測の日数を要したことにより、や

むを得ず繰越しをしたもので、年度内に全て
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の事業完了を予定しております。 

 213ページをお願いいたします。 

 収入未済の状況について御説明いたしま

す。 

 １の歳入決算の状況の１段目の県営住宅使

用料で986万5,000円、２段目の県営住宅用地

使用料で50万円の収入未済が生じておりま

す。 

これらの理由は、県営住宅入居者の収入低

下等による生活困窮や既に県営住宅を退去さ

れた方々の滞納が主な原因です。 

 214ページをお願いいたします。 

 令和３年度の未収金対策を記載しておりま

す。 

 県営住宅使用料に係る入居者対策として

は、３の職員による電話催告や分納の指導、

４の３か月以上の滞納者への催告及び当該催

告に応じない滞納者の連帯保証人への通知に

加え、７で令和３年度は新たに滞納者全員を

対象とした年末一斉催告の実施など、重点的

に取り組んできております。 

 また、退去者対策としては、２の徴収員に

よる名義人等への訪問や電話催告を丁寧に行

うとともに、４の分納誓約の実施を重点的に

取り組んでおります。 

 なお、これらの徴収の取組を徹底するとと

もに、生活困窮者により滞納となっている入

居者に対しては、家賃の減額措置、住居確保

給付金など各種給付や支援制度を案内するな

ど、配慮も引き続き行いながら、歳入の確保

及び公平性の観点から、未収金対策に取り組

んでまいります。 

 215ページをお願いいたします。 

 最後に、不納欠損について御説明いたしま

す。 

 県営住宅使用料に８万7,000円の不納欠損

が生じております。 

主な理由としては、名義人死亡、相続放棄

等による債務者不存在によるものでございま

す。 

 216ページをお願いいたします。 

 県営住宅用地使用料に7,000円の不納欠損

が生じております。 

理由としましては、名義人死亡、相続放棄

等による債務者不存在によるものでございま

す。 

 以上で住宅課の説明を終わります。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○山口裕委員長 以上で土木部の説明が終わ

りましたので、質疑に移りたいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料名並びにペー

ジ番号を述べてからお願いできれば幸いで

す。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○中村亮彦委員 河川課にお尋ねをしたいと

思います。 

 附属資料の151ページ、繰越しの件なんで

すけれども、363億に対して109億ということ

で、繰越しの理由としては、新型コロナウイ

ルスの感染拡大によって協議や調整に時間が

かかったということと令和２年の７月豪雨で

の人員不足ということでしたけれども、その

ほかにも、資材の調達というのも、ほかの項

目を見てみると、ちらほらやっぱり出てくる

んですけれども、非常にこのことについて

は、熊本地震以来、もう６年がたった今、ま

だやっぱり今言った３つのことに関しては、

やっぱり不慮の事態だというふうに思うんで

すね。 

 昨年から比べて繰越率についてはどのよう

な推移になっとるかということと、次の未来

に向かって、これからもしその懸念があると

するならば、その対策はどうされるおつもり

か、そこをお尋ねしたいと思います。 

 

○仲田河川課長 ただいま委員御指摘のとお

り、事故繰越、明許繰越し等については、や

はりコロナ関係でございまして、その資材の
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調達、特に半導体とかそういうものの資材の

調達であるとか、もしくは鋼材とかそういう

ものはなかなか入手できないということで、

やむを得ず明許繰越しまたは事故繰越となっ

たものがございます。 

 こういったものにつきましても、私ども、

できるだけ早く事業のほう完了できるように

進めていきたいというふうには考えておると

ころでございます。 

 それから、今御質問ございました繰越し等

の推移でございますけれども、昨年と比較し

ましても、明許繰越し、事故繰越でも若干や

はり増えているところでございます。これ

は、やはり令和２年７月の災害、こちらのほ

うのやはり非常に大きな災害復旧費ございま

して、それらの事故繰越がどうしてもやはり

件数と額とともに増えてしまっているという

状況でございます。 

 そういうことでございますけれども、やは

り災害復旧、やはり私たち県民の方々の一日

も早い安全、安心の確保というのをまず念頭

に置きながら、できるだけ早く復旧等を進め

てまいりたいというふうに思っておりますの

で、その辺のことは、またいろいろ御指導い

ただければと思っております。 

 以上でございます。 

 

○中村亮彦委員 河川に関しては、今の３つ

の理由に関しては、別に河川課だけじゃなく

て、全てにおいてこういう理由はあるんだと

いうふうに思います。 

 特に、河川課においては、例えば河床掘削

だとかそういうことに関しますと、梅雨前に

やっておかなきゃいけないとか、いろんな、

これは繰越しに限らず、そういうのもありま

すし、また、水をどこで止めて、そして工事

期間を確保するかというようなこともありま

すので、もう大変ほかの事業とは違って非常

にやりにくい部分もあるかというふうに思い

ます。 

 そういうことに関しては、やっぱり工事期

間を長くするだとか、あるいは現場代理人の

管理の幅を広げるとか、そういうふうな対

策、これまで打ってこられているというふう

に思いますけれども、しっかりとそこは執行

率を上げて確実に行っていただきたい。 

 余計なことでありますけれども、私の地元

では、白川中流域河川整備計画がこれから進

むところでございますので、しっかりと執行

していただきたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○仲田河川課長 今委員御指摘のとおり、特

に河川掘削でございますけれども、こちらに

つきましては、やはり出水期までに、いかに

河川にたまったものを取るかということが重

要かと思っております。 

 それで、県のほうとしましては、年度当初

の単県のしゅんせつ債なる事業費、それと補

正予算等でそういった国土強靱化等の予算を

いただきながら、活用しながらその翌年の出

水期までには確実に土砂を取るような対策と

いうのを進めていきたいと思っております。 

 それから、先生今お話ございました白川の

菊陽、大津の区間でございますけれども、令

和元年度に河川整備計画を策定いたしまし

て、菊陽、大津の区間につきましても、事業

着手しているところでございます。 

 現在、事業の地元説明、それから用地取

得、それから堰の改修の設計とかそういうも

のを着実に進めておりまして、できるだけ早

く事業のほうに着手できるように取り組んで

まいりたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○坂田孝志委員 繰越しについてですが、全

般的なんですが、災害だとかコロナとかの影

響によって、こういうのはやむを得ないなと
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いう状況だと思うんですが、相手方との協議

とか、まあ業者もそうですが、地権者とか、

不測の日数を生じたとか随分いっぱいありま

すですね。令和２年分が令和３年に乗っかっ

てきて、令和２年は何とかしても、令和３年

が今度は令和４年に乗っかってくる。令和４

年は令和３年の分を一生懸命しなきゃならぬ

から、令和４年分がまた令和５年に送るやも

しれぬ。 

 だから、事業に取りかかるときに、もう少

しそういうところをあらかじめ詰めておくと

いうんでしょうかね、でなければ、その当該

年度でやるところは、２年分ばさっとやらな

きゃならない。相当事務費も増えますよね。

限られた職員でありますから、なかなかそれ

は容易ならざるものを感じるわけですが、ず

っとそうやって、毎年毎年こうやっているよ

うな気がしてならないわけでありますから、

その事業に取りかかるとき、もう少し詰めら

れるべきところは詰めといて、なるべく、不

測の日数を生じたという枕詞みたいにあるわ

けですが、そこら辺は、ちょっと工夫するこ

とはできやしないものなのかなあと感じます

が、いかがですかね、それは。 

 全体的に関わるかなあと思いますけれど

も、どんなですかね、何か工夫の余地は。 

 

○浦田政策審議監 今坂田委員から、繰越し

関係のことについてお話がございましたけれ

ども、繰越しの今年度の実態というか、今説

明した繰越しの実態としましては、昨年度

は、明許が約1,000億、事故繰りが15億弱と

いう状況でした。その明許の分の執行を今急

いでまして、その後、今年の先ほど報告した

中は、その1,000億の明許繰越しが185億ぐら

いの事故繰りがあって、新たに前年度の

1,000億の明許に関わる分が、今回トータル

で687億という形で減ってきております。 

 国土強靱化の事業もかなりあって、毎年、

12月補正なり、２月補正で補正予算措置させ

ていただいて、その分がほとんど繰越しにな

るというような状況もございます。 

 災害も、28年の地震、それとＲ２年の水

害、これで大きく事業量が出てきてて、かな

り全体的に押しているかなというような状況

でございます。 

 それで、用地ストックも、もう今のところ

かなりはけてまして、用地ストック量もなか

なか今の状況では確保できていない。また、

国土強靱化で積極的に取り組んでくれという

ようなお話もあって、なかなか用地ストック

が減ってきているというふうな状況です。 

 ただ、今ちょっとＲ２年の水害の関係で、

不足の状況になっていると思います。これが

少し落ち着いてくれば、執行体制も、だんだ

んと通常体制に戻っていくものというふうに

考えておりまして、我々としても、なるべく

職員も、外部の委託等も活用しながら、事業

が積極的にできるように対応してまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

 

○坂田孝志委員 分かります。特に年度末に

つくんですね、国からの。そういう補正予算

等はもうやむを得ない状況もあるんですね。

大体もう２か年予算といいますか、15か月予

算とかいいますから、そんなことでやってい

ますけれども、ほかのことについて、特に用

地のこともおっしゃいましたけれども、やっ

ぱり用地ストック、用地を確保する、経済対

策もすぐ事業に打ち込める等、いろいろござ

いますから、大変でしょうが、そういう工夫

されながら、極力それが、通常の意味合いで

の繰越しが抑えられるように努力していただ

きたいなと思っております。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 広告物の件に関してちょっ
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とお尋ねでございます。 

 違法広告物、景観条例等ができてから大分

減ってきていると思いますけれども、以前に

比べて大分減っているのかなと思いますけれ

ども、まず状況を教えていただきたいと思い

ます。 

 

○山内都市計画課長 委員の先生のほうから

は、広告物の違反の件数ということでお聞き

いたしました。 

 違反の件数につきましては、昨年度から重

点的に指導、監督等を行いまして、今のとこ

ろ昨年度に比べて大分減ってきております。

数値につきましては、大分ありますが、ほと

んど各市町村の中で広告物のほうが改善され

たと確認しております。 

 

○藤川隆夫委員 道路を走ってても大分減っ

てきたなという感覚はありましたので、進ん

でいるんだろうなというふうには考えており

ましたけれども、今回、この27ページの都市

計画総務費の中に広告物の禁止標識等の設置

事業というのがありますけれども、逆に言っ

て、この禁止標識等を設置すること自体も、

逆に言うと、景観条例に引っかかってくるん

じゃないのかなというふうなちょっと気もし

て、もともとこんな標識は要らないのかな

と。きちっと決めてあれば、そういうところ

に立てれば注意して撤去させればいいだけの

話であって、わざわざこれまで要るのかなと

いうのがちょっとあったもんで聞かせていた

だいたんですけれども、これはやっぱり必要

ですかね。 

 

○山内都市計画課長 禁止の標識の件でござ

います。 

 禁止の標識につきましては、ここに広告物

が立てられないというところの、そこを明記

するものでございまして、道路とかその施設

の中で取り組んでいるところでございます。

この禁止があれば、広告物の届けの際に、こ

こは明確に禁止区域であると分かります。こ

れがないと、あそこは分からなかったとか、

いろんなことがございますので、結局、広告

申請者の方にも周知するという観点から、我

々も必要だというふうに認識しているところ

でございます。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員 今ので必要なんだろうなと

思いながら、でも、あること自体がやっぱり

景観を邪魔するのかなというふうな思いがあ

ったものでちょっと聞かせていただいたんで

すけれども、ただ、どこからどこまでという

のは、きちっと明示しておかないと、やっぱ

り間違える部分があろうかというふうに思っ

ておりますので、こういうもの、広告物立て

るんであれば、どっからどこまでというゾー

ニング等含めて周知されたほうがいいかと思

いますので、この部分は要望させていただき

ます。 

 以上です。 

 

○堤泰之委員 土木工事の全般的な今の落札

率の状況をちょっとお聞きできればと思った

んですけれども、予算的にやっぱり合わなく

て落ちないということは、今どれぐらいあっ

ているものか。全体的で申し訳ないんですけ

れども、分かりますでしょうか。 

 

○森山監理課長 少しお待ちいただけますか

――ちょっと今手元にございませんので、ち

ょっと調べてからお答えします。 

 

○堤泰之委員 資材の高騰等がもう前例がな

いような形で進んでいると思います。民間の

建築工事でも受注がなかなかできない状況が

今出ていると思いますので、かなり今までに

ないような形、ちょっと臨機応変な形で予算

を組まないと、物事が進まないんじゃないか
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なというちょっと心配をしておりました。今

後の生産予測、非常に難しいと思いますけれ

ども、見据えて設定というものを進めていく

べきかなと思いまして、ちょっと質問させて

いただきました。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○坂梨剛昭委員 説明資料の74ページ、住宅

課でお聞きをしたいんですけれども、県営住

宅使用料ということで、予算と調定額とそし

て収入未済額とあるんですが、この生活困窮

者または様々な理由によって収入として納め

ることができない方々が、これからどんどん

増えてくるのかなと。 

 これまでは、コロナとかの関係で、給付金

とか支援金、または様々な事業などを取り組

んで生活を乗り越えた方々もおられるんです

が、これからウィズコロナという中で、そう

いった給付金などがもう出なくなって、これ

からどうするべきかという方々が増えてくる

んじゃないかなと思うんですが、ここ近年

の、昨年と今年と、コロナの始まった一昨年

前も含めて、収入未済額の推移をちょっと教

えてもらえないでしょうか。 

 

○今福住宅課長 すみません、ちょっと確認

します。 

 昨年度については、住宅の使用料について

は、1,114万6,000円です。元年度については

1,101万1,000円ですので、今年度、令和３年

度については若干下がってきている、収入未

済については下がってきているところです。 

 

○坂梨剛昭委員 ここを見て、収入未済額が

あまり変わらないということではあるんです

が、今後これが増えてくる可能性はあるんじ

ゃないかなというところもちょっと心配する

んですが、それについて何かお願いします。 

 

○今福住宅課長 入居されている方々につい

ては、やはり収入の状況というのがかなり変

動してくることはあるかと承知しておりま

す。ですので、入居されている方々、特に入

院をされているですとか、生活に困窮されて

いる方々については、各自の状況というのを

しっかり確認をさせていただきたいと思って

おります。 

 参考まで少しお話しさせていただきます

と、家賃の減額申請というのができるように

なっております。コロナ前については、大体

240件ほどだったところなんですが、コロナ

に入りまして、令和２年度が336件、それか

ら令和３年度が310件と、50件とか100件程度

増えてきているような状況です。 

 そういうのをしっかり活用させていただい

て、各自、入居されている方々の状況という

のを確認させていただいた上で、寄り添った

対応をさせていただきたいと思っておりま

す。 

 

○坂梨剛昭委員 そういったところで、入居

されている方々ともちょっと意見を交わしな

がら、そういうふうに支えていただければな

というふうに思いますので、よろしくお願い

します。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 さっきの堤委員の質問に対

して、森山課長。 

 

○森山監理課長 監理課でございます。 

 失礼しました。 

 落札率でございますけれども、県の発注す

る際の設計金額に対して契約がどれだけあっ

たかというのが落札率でございますけれど

も、手元に平成31年から令和３年の数字を持

ってますけれども、96％台で推移しておりま

して、特に上昇しているとかそういったもの
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はございません。 

 ただ、設計金額自体が、資材のアップや賃

金のアップといったものがございますので、

熊本県の場合は、それにしっかりと対応して

まいるということが、この落札率の推移があ

まり変わっていないということじゃないかな

というふうに考えております。 

 以上です。 

 

○堤泰之委員 ありがとうございます。 

 現実的に落札したときに、その後の価額変

動によってやらないといけない場合に、実質

的に人件費や経費のほうに押してくることが

やっぱり出てくると思います。今、人材不足

が土木分野でも進む中で、そこはちょっと考

えるというか、ある程度配慮した上で今後の

予算編成を見ていただければと思い、御質問

させていただきました。どうもありがとうご

ざいます。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○南部隼平委員 ちょっと細かいところにな

るんですけれども、附属資料の211ページの

港湾課の収入未済の件でちょっとお尋ねです

けれども、この雑入の部分のこの298万のと

ころで、何か業者が非協力的ということでコ

メントがありましたけれども、例えば、その

前の河川課のほうでは、例えば経営不振と

か、そういったのはまだ分かるんですけれど

も、その非協力的というところで未済が出て

いると。これは、もしかすると、例えば、こ

ちらが県のほうにも何か対応に不備があって

何か信頼関係が崩れてしまったとか、そうい

った原因がまずあるのかというのと、今後の

対応についても、信頼関係の構築とか分割納

付と書いてありますけれども、何かちょっと

具体的な内容がなかったので、そういったの

を詳しく、どういった形で今後進めていくの

かというのをお尋ねします。 

 

○倉光港湾課長 港湾課でございます。 

 この収入未済額の298万3,000円につきまし

て、備考欄の債務者が非協力的であるためと

いうことに関しての御質問だと思っておりま

す。 

 これにつきましては、場所としましては、

熊本港においてなんですが、使用されている

施設の共益費について収入未済額が発生して

いるものでございます。 

 平成30年度から未済額が生じておりますけ

れども、令和３年度におきましては、こちら

からも何度も何度も丁寧に御説明した中で、

全額とはいけませんでしたけれども、一部に

ついては、御理解いただきながら未収金の一

部をお支払いいただいているような状況でご

ざいます。なので、しっかり説明をしなが

ら、委員からも御意見ございました信頼関係

を得ることで、その解決方向には向かってい

くのかなとは思っておりますので、引き続

き、金額についても丁寧な説明をしながら、

信頼関係を得ながら未収金の解消に取り組ん

でいきたいとは考えております。 

 

○南部隼平委員 ありがとうございます。 

 もちろん、やっぱり回収していくというこ

とが一番大事というか、ほかの皆さんも――

不公平感が出てはもちろん駄目というのは大

前提として、非協力的とは書いてありなが

ら、一部集金できているということであれ

ば、さらに、今後のことも考えて、信頼関係

を築きながら、もちろんそれでまた全く払わ

ないと、こちらがどれだけ誠意を示してもで

きないということであれば、もちろんそうい

う法的なことも含めて検討が必要になるかな

というふうに思いますので、引き続きよろし

くお願いします。 

 要望です。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 
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○岩田智子委員 今の未収金のことで、部

長、最初の説明のときに、土木部では、未収

金対策連絡会議というのをつくったというこ

とを言われました。これの様子というかな、

これをつくってよかったというようなところ

が今あれば、ほかの部にもちょっと広げてほ

しいなというふうに思って。 

 

○亀崎土木部長 これについては、今、未収

金、該当する各課を一堂に会しまして、各課

の取組状況なりをそこで説明して、こういう

やり方がありますよとか、それを共有するこ

とによって幅広く横展開を図っていくという

ことを目的としたものでございます。 

 その中で、先ほどからありますように、ど

ういう対応がいいのか、こればかりは相手様

がいらっしゃることでございますので、こん

なやり方がいいんじゃないの、相手様もいろ

いろ状況が違いますので、例えば県営住宅の

ように、生活にかなり追い込まれていらっし

ゃる方に対しても、こういうやり方でいった

らいいんじゃないかとか、そういう話が各課

で共有できますので、それを基に、次、自分

たちがどうやっていくかというのをみんなま

とめてもらって、それでまた次の展開に臨ん

でいくといった状況でございます。 

 以上です。 

 

○浦田政策審議監 岩田委員が先ほど言われ

た全庁的展開については、県全体でも未収金

対策会議をやってまして、その中で、各部で

こういうふうに未収金が多いところは対策会

議やって未収金回収に努めなさいということ

で、ずっと最近取り組んでいる事柄でござい

まして、土木もそれに準じてやらせていただ

いているということでございます。 

 

○岩田智子委員 ありがとうございました。 

 やっぱり横のつながりというかな、いろん

な情報を共有することはすごく大事だと思う

ので、未収金のその対策についても、これか

らもしっかりよろしくお願いしたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○前田敬介委員 説明資料の６ページ、建設

産業新３Ｋ推進プロジェクト、約500万円残

っておりますが、昨年度の委員会でも森山課

長が一生懸命取り組まれているのもお聞きし

てたんですけれども、約１割残っている中

で、自分たちが思っている、おおよそ目標値

が達成できたのか、それとも達成できてない

のか、なかなか取組に協力してくれないとこ

ろがあるのか、よければ状況を教えていただ

ければと思います。 

 

○森山監理課長 監理課でございます。 

 各建設企業が取り組んでいらっしゃいま

す、例えば従業員の資格取得の支援でござい

ますとか、研修とか、そういったものに補助

しているものがございまして、やはりコロナ

禍ということで少しその取組を遠慮されてい

るといいますか、用心されたところがあっ

て、こういった不用が生じたというふうに考

えております。 

 やる気はたくさんありますので、今後さら

にまたしっかりと背中を押していきたいと思

っております。 

 以上です。 

 

○前田敬介委員 委員会のときも、すごく熱

い気持ちで語っていらっしゃったので、頑張

っていらっしゃるのも分かります。 

 建設産業新３Ｋが、多分これから先、建設

産業の人数を増やすなど、給料アップなど魅

力あるものにしていく中で必要なものだと思

いますので、引き続きよろしくお願いしま

す。 
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○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○坂梨剛昭委員 すみません、先ほど聞けば

よかったんですが、附属資料で206ページ、

建築課で、危険ブロックの安全確保なんです

が、この１か所ということではあるんです

が、もうこれは１か所しか報告がなかったと

いうことなんでしょうか。 

 

○上野建築課長 建築課でございます。 

 危険ブロック塀等安全確保支援事業という

ことで、繰越箇所として１か所ということで

御報告させていただいておりますが、これ

は、熊本市が繰り越したということで１か所

ということでございまして、実際の箇所数と

いたしましては、熊本市で実施しております

のは92か所ございまして、そのうちの一部を

繰り越したというものになっております。 

 以上でございます。 

 

○坂梨剛昭委員 通学路を中心に、多分危険

箇所は物すごく多いかと思います。民間も合

わせてとても多いんじゃないかなと思います

し、ブロック塀は、特に外から見るとなかな

か分からないと、非常に頑丈であっても、実

は中の構造の鉄柵は、縦ラインしか入ってな

いか、また、横ラインにしか入ってないかと

いうところで、縦の揺れとか横の揺れに対し

て簡単に崩れたりするところもあるんじゃな

いかなと思いますので、このブロック協会と

かもいろいろ協力的にやられているかとは思

うんですが、そこら辺で非常に心配な部分も

あるので、ぜひその協会関係とも連携をしな

がら、その危険なところというのは県のほう

からも積極的にちょっと見つけていただい

て、協力していただきたいなと思います。 

 本来、ちょっともっとどんどん増えなきゃ

いけないのかなというふうに思いまして、ち

ょっと質問しました。 

 

○上野建築課長 建築課でございます。 

 少し危険ブロック塀の対策について御説明

させていただきたいと思います。 

 こちらの危険ブロック塀につきましては、

平成30年の大阪の地震でブロック塀が倒壊し

たことにより、残念ながらお子様が亡くなら

れたということに端を発しまして、補助事業

として進めているものでございます。 

 こちらにつきましては、県内でブロック塀

がどれぐらいあるかというのを推定しており

ますが、その試算としては約７万6,000か所

あるのではないかと。その中で、耐震性能が

少ないと思われる、要するに改修が必要では

ないかと思われるものとしては約４万か所ぐ

らいあるのではないかというふうに推測して

おります。 

 先ほど申し上げた地震によって被害があっ

たということを受けまして、平成30年、国の

ほうからも非常に力を入れて取り組んでおら

れるということで、その取組を県としても支

援していこうということで、初動期の県の上

乗せ補助という形で予算化しているものが、

今日御説明した金額になっております。 

 現在、平成30年から取り組んでおりまし

て、平成30年から約10年間にわたりまして、

少しずつ改修していければということで試算

しておりますけれども、その中の初年度の４

年間ということで県で補助金を出しておりま

して、その中での実績の全体としましては約

1,300件ぐらいになっているという形になっ

ております。 

 補助金の主体としては、住民の皆様に身近

なところにおられる市町村にお願いしており

ますので、県といたしましても、その市町村

さんをうまく支援していけるように今後も取

り組んでいきたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○坂梨剛昭委員 ぜひこれは、行政だけでは

なくて、業界と、あと、協会と、ちょっと連
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携して調べていかなければ、とても調べられ

るものではないと思いますし、もうこれまで

設置してあるその中でも、非常に頑丈に見え

ても実はもろいという場所もこれは必ずある

と思うんですよね、外から見えないので。や

っぱりそこら辺も連携しながら、また注意喚

起していただきながら、ちょっとしっかりや

っていただきたいなと思います。 

 以上です。 

 

○緒方勇二副委員長 附属資料の138、139に

またがっていますけれども、単県ダムの堆砂

排除事業、この中で、市房ダムなんかは80％

取っていただきました。氷川ダムも100％、

あとの３つは、なかなか10％台。 

 繰越しの理由は、やっぱり搬出先の確保及

び調整、これは漁協との関係もあるのかもし

れませんけれども、短い期間で相当量を取ら

ないかぬと、金額的には少ないのかも分かり

ませんけれども、今後、盛土法案が、熱海の

事例もあって、埋め土先がなかなか確保がで

きない中にあって、そして林地開発とかいろ

んなことを考えますときに相当期間かかると

思うんですね。 

 当該町村に、その辺の紹介もそうですけれ

ども、民間に委ねる部分は民間でしょうけれ

ども、やはり開発行為が伴う搬出先とか、そ

ういうところに対して、やはり今後も続くで

あろう――河川掘削もそうですね。この辺を

どうお考えなのか。そして、その必要性を強

く感じるのでありますが、台風14号でも、ま

た相当たまりました。今後もずっと継続的に

取っていかないといけないような事象が現れ

ると思います。 

 そういうときに土木部としてどういう――

業界もそうでしょうけれども、民間がそうし

たいんだというところもそうでしょうけれど

も、過去には有効利用の一般質問もさせてい

ただきましたけれども、その辺も含め、何か

道筋がしっかり開けているんであれば教えて

いただければと思いますけれども。 

 

○仲田河川課長 今の委員御指摘のとおり、

やはり河川の掘削に伴う土砂の搬出、また、

ダムの掘削土砂の搬出、そういった土砂の処

分については、非常に深刻な問題だと思って

おります。 

 まず、私たち、工事間流用ということで、

いろんな工事の現場のほうに持っていってそ

こを有効活用するということがまず１つかと

思っておりますけれども、やはりなかなか、

その工事の時期的なものであるとか、搬出受

入れ先の問題とか、そういうものがありまし

て、なかなか全てが、そういった発生土の流

用 が賄っていないというのが実情でござい

ます。 

 おっしゃるとおり、やはり民間企業への搬

出先の御協力いただいたりであるとか、ま

た、関係市町村の方々と協議を進めながら、

そういった搬出先というのを一生懸命探して

いるところでございます。 

 具体的に、今後の見通しであるとか、そう

いったものが定まっているわけではないとこ

ろもございますけれども、そういうところ

は、やはり今後発生するであろう土砂に対し

ましては、早急に私たちも検討を進めていく

必要があるかと思っています。 

 特に、今年の台風14号、非常に多くの土砂

が発生しております。特に、球磨、八代管内

で発生しております。こういったものの処分

につきましては、常に搬出先の適地、そうい

うものを探すことがまず重要かと思っており

ますので、そこはしっかり取り組んでまいり

たいと思っています。 

 先ほど委員のほうから話ございましたけれ

ども、その有効利用ということにつきまして

も、工事間流用だけではなくて、今年から、

資材の一部、コンクリート資材とかそういう

ものの有効活用というのも図る取組を始めた

ところでございます。 
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 そういった処分であるとか工事間流用、そ

れから資材の有効活用、そういうものを考え

ながら、一生懸命土砂の搬出というものを考

えていきたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○緒方勇二副委員長 今後、業者さんが不

調、不落とか、なかなか搬出先の確保ができ

ずにそういう事態に至らぬとも限りませんの

で、ぜひ、民間が埋め土先とかを確保したい

という申請も林務のほうにもされるでしょう

し、そういう事象については、やっぱりしっ

かり期間が縮められるような手続上の協力体

制も構築された上でやられたほうが、私は、

渇水期にしか取れませんので、やっぱりその

辺はしっかり育んでいただきたいというふう

に思います。 

 先ほど、砂防もそうでした。河川もそうで

した。前回、農林水産部でも林業振興課もそ

うでしたけれども、事故繰りでそういう――

ただ、そこに行けないんですよね。行けない

のは、やはり河川の掘削もそうでしょうけれ

ども、砂防もそうだし、治山で道路もやられ

ている、発災箇所に近づけない、そういうと

ころがたくさんこういう事象が起きています

ので、流域治水でいう総合力で勝負せないか

ぬもんですから、何としても早期に復旧、復

興を成し遂げるためには、埋め土先の確保は

早急に講じていかなければならないと思いま

すので、ぜひともその辺をオール土木部で考

えていただいて、しっかり育んでいただきた

いと思います。 

 これは要望です。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○山口裕委員長 なければ、これで土木部の

審査を終了します。 

 ここで説明員の入替えのため、11時50分ま

で休憩します。 

  午前11時43分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時46分開議 

○山口裕委員長 休憩前に引き続き委員会を

再開します。 

 これより流域下水道事業会計の審査を行い

ます。 

 それでは、亀崎部長から決算概要の総括説

明をお願いします。 

 

○亀崎土木部長  

 流域下水道事業は、令和元年度までは特別

会計として事業を実施しておりましたが、令

和２年度から地方公営企業法の一部適用とな

ったことから、昨年度より地方公営企業会計

として御審議をお願いしておるところでござ

います。 

 これは、総務省からの通知により、下水道

事業を実施する自治体に対し、地方公営企業

会計を適用するよう求められたことによるも

のでございます。 

 令和３年度は、総収入32億2,100万円余に

対し、総費用は32億円余で、差引き2,100万

円余の純利益となりました。これは、施設、

設備の経過年数に伴い減価償却費が減少した

ことによるものでございます。初年度であっ

た令和２年度は4,500万円余の純損失が生じ

ましたので、累積欠損金は2,400万円余とな

っておりますが、今後も純利益が生じる見込

みであり、累積欠損金は早期に解消されるも

のと考えております。 

 以上が決算の概要でございますが、決算内

容の詳細につきましては、この後、下水環境

課長から御説明申し上げますので、御審議の

ほどよろしくお願い申し上げます。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 次に、監査委員から決算審

査意見の概要説明をお願いします。 
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○藤井監査委員 お手元の緑色の冊子、令和

３年度決算審査意見書をお願いいたします。 

 １ページをお願いいたします。 

 中段の第２、審査の結果でございますが、

決算諸表は、流域下水道事業の経営成績及び

財政状態をおおむね適正に表示しているもの

と認められました。 

 以下、経営の状況について記載しておりま

すが、土木部の説明と重複いたしますので、

割愛させていただきまして、10ページをお願

いいたします。 

 10ページ、第３、審査意見となっておりま

す。 

 決算審査意見について御説明いたします。 

 流域下水道事業の令和３年度決算は、先ほ

ど触れられましたが、2,100万円余の純利益

を確保されましたが、前年度分の処理により

未処理欠損金、赤字は2,400万円余となった

ところでございます。 

 令和３年度からスタートされた熊本県流域

下水道事業経営戦略では、収益的収支はおお

むね均衡する計画となっておりますが、今後

は、人口減による料金収入の減少や施設の老

朽化に伴う更新費用の増加など、経営環境が

厳しくなることも予想されますので、施設の

計画的な更新や経営基盤の強化などを図って

いくことが求められます。 

 引き続き、関係市町村とも連携協議しなが

ら、施設の耐震化等に取り組むとともに、新

たな収入の確保も視野に、企業立地等に伴う

流入量拡大につながる取組を進めるなど、持

続可能で安定した運営に努めていただきたい

と考えております。 

 以上が決算審査意見の概要でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○山口裕委員長 次に、下水環境課長から決

算資料の説明をお願いします。 

 

○弓削下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 まず、定期監査の結果につきましては、流

域下水道事業会計の指摘事項はございません

でした。 

 次に、監査委員からありました決算審査意

見について、その取組状況を説明いたします

が、先ほど土木部長から説明した内容と重複

する点につきましては省略させていただきま

す。 

 新たな収入確保の取組として、令和４年度

より、再生可能エネルギー固定価格制度を活

用した民設民営による売電事業を開始してお

ります。売電を行う民間事業者に汚水処理過

程で発生する消化ガスを売却しており、年間

約4,700万円の収入を見込んでおります。 

 下水道を取り巻く経営環境が厳しさを増す

中、流域下水道がその機能を十分に発揮でき

るよう、維持管理費のコスト削減や計画的な

改築更新、ストックマネジメント計画等によ

る事業費の平準化など、効率的かつ安定的な

事業運営に引き続き取り組んでまいります。 

 次に、決算概要につきまして、お手元の令

和４年度決算特別委員会説明資料により説明

いたします。 

 １ページをお願いいたします。 

 上段の１、熊本県流域下水道事業の概要の

(1)沿革について、現在、熊本県では、熊本

北部流域下水道、球磨川上流流域下水道、八

代北部流域下水道の３つの流域下水道の運営

を行っております。 

 熊本北部流域下水道は、平成元年３月に供

用開始し、現在、約21万人の汚水を処理して

います。球磨川上流流域下水道は、平成11年

４月に供用開始し、約２万7,000人の汚水

を、八代北部流域下水道は、平成11年１月に

供用開始し、約２万8,000人の汚水を処理し

ており、３流域併せて、県人口の約15％の汚

水を処理しています。 

 経営形態についてですが、国の方針等にお

いて、公共下水道事業等を実施している人口
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３万人以上の自治体に対し、令和２年４月ま

でに地方公営企業会計を適用するよう求めら

れておりました。 

 本県においても、下水道事業を取り巻く経

営環境が厳しさを増す中で、経営基盤の強化

と財政マネジメントの向上を図るため、令和

２年４月から地方公営企業会計を適用し、事

業を実施しております。 

 下段の(2)組織図を御覧ください。 

 当該事業は、地方公営企業の一部適用とな

るため、知事部局の下水環境課の中で実施し

ております。また、県が所有している管渠の

整備、維持、修繕等の業務については関係出

先機関が行っております。 

 ２ページをお願いします。 

 各流域下水道の流入水量の状況でございま

すが、令和４年３月31日現在、３流域合計の

年間総流入水量は3,045万立方メートル余

で、前年と比較し、36万立方メートル余の増

加となりました。 

 ３ページをお願いいたします。 

 まず、流域下水道事業会計の大まかな流れ

について御説明いたします。 

 流域下水道事業は、使用料収入ではなく、

主に流域関連市町村からの負担金で運営を行

っております。毎年度必要な費用を関係市町

村から御負担いただき、維持管理費を賄って

います。また、建設改良費につきましては、

市町村からの負担金に加え、国からの交付

金、企業債を充当し、事業を実施しておりま

す。 

 それでは、令和３年度決算の状況について

御説明いたします。 

 公営企業会計では、歳入及び歳出が２本立

てとなっており、経営活動によるものを収益

的収支として、投資活動によるものを資本的

収支として区別して整理しております。 

 (1)の収益的収支についてですが、ここで

は１年間の経営状況を示しており、主に流域

下水道事業の維持管理等に係る収入、支出を

計上しています。 

 令和３年度の収入の合計は32億2,100万円

余となり、前年度と比較し、２億3,200万円

余の減少となりました。 

これは、減価償却費に対応する収入であり

ます長期前受金戻入が、減価償却費の減少に

伴い減少したことによるものでございます。 

 支出につきましては、合計が32億円余とな

り、前年度と比較し、２億9,800万円余の減

少となりました。 

これは、施設、設備の耐用年数経過に伴い

減価償却費が減少したことによるものでござ

います。 

 令和３年度は、収入から支出を差し引いた

2,100万円余の純利益となりました。 

 ４ページをお願いいたします。 

 (2)欠損金の状況についてです。 

 令和３年度の純利益2,100万円余を令和２

年度からの繰越欠損金4,500万円余に充てる

こととし、これにより、未処理欠損金2,400

万円余を翌年度へ引き継ぎます。 

 次に、投資活動の状況について御説明しま

す。 

 下段の(3)資本的収支についてですが、こ

こでは、流域下水道の施設、設備の更新等を

行う建設改良事業に係る収入、支出といった

投資活動の状況をお示ししております。 

 令和３年度の資本的収入の合計は12億円余

となり、前年度と比較し２億2,300万円余の

減少となりました。 

これは、令和３年度、現年の建設改良費が

前年度と比較し少なかったことにより、その

財源となる市町村からの負担金収入が減少し

たことによるものです。 

 資本的支出についてですが、合計は20億

7,100万円余となり、前年度と比較し４億

1,500万円余の増加になりました。 

これは、令和２年度から繰り越した建設改

良事業が完了したことに伴い建設改良費が増

加したことによるものです。 
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 なお、収支に８億7,100万円余の差が生じ

ておりますが、これは、公営企業会計の構造

上、企業債の元金償還金が資本的収支に計上

されることで、必然的に差が生じるようにな

っているものです。これにつきましては、過

年度に受け入れた市町村からの負担金や当会

計の内部に留保された資金により当該年度で

解消しており、翌年度に引き継がれるもので

はございません。 

 以上が令和３年度決算の概要でございま

す。 

 よろしく御審議のほどをお願いいたしま

す。 

 

○山口裕委員長 以上で下水環境課の説明が

終わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、質疑は、該当する資料名並びにペー

ジ番号を述べてからお願いします。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○坂田孝志委員 監査委員もお触れになりま

したが、消化ガスという言葉が出てきており

ましたが、今課長もおっしゃいましたが、消

化ガスは、どのようなものであって、どれぐ

らいの量が出て、どれぐらいの収益が見込め

るものなのか。 

 

○弓削下水環境課長 まず、消化ガスという

のは、下水の汚水を処理する過程の中で発生

してくるのが消化ガスということで、基本的

にそのガスをどのように有効利用するかとい

うことで、我々も今まで取り組んできたとこ

ろです。 

 令和３年度までは、この消化ガスを利用し

て自前で蓄電池というのがありまして、そこ

でそのガスを燃やして発電して、その発電し

た電気を、これは熊本北部流域下水道でござ

いますけれども、そこで使う電気にできるよ

うに充て、電気代を多少なりとも抑えられる

ということで消化ガスを使っていたというこ

とでございまして、令和３年度までが、そう

いうやり方をやっていました。 

 令和４年度からは、今度は、その発生した

消化ガスを買い取る業者のほうに買い取って

いただいて、今度は、その買い取った利益が

4,700万円ぐらい見込めるんですけれども、

その料金で、今度はまた電気代とかいろんな

ものの必要なお金に充てるというようなやり

方を令和４年度から取り組んでいるところで

ございます。 

 委員が言われたような量――すみません、

少しお待ちください。 

 

○坂田孝志委員 Ｒ３は、そこで使う電気代

に充てた。ということは、この収入には入っ

てこないわけですか。収入に入って支出で出

すんじゃなくて、それはどうやって相殺する

のか。今、4,700万ぐらいに値したというこ

とですが。 

 

○弓削下水環境課長 すみません、今私がち

ょっと説明がおかしかったんです。4,700万

円の話は来年度の決算に出てくるということ

で、令和４年度になってまいります。なの

で、令和３年度、今年度といいますか、今回

の決算の中には出てこないものでございま

す。 

 

○坂田孝志委員 そうなりますと、次年度以

降の収入にその分が入ってくる可能性もある

ということですか。 

 

○弓削下水環境課長 今先生がおっしゃると

おり、収入というか、そういう形で入ってく

ると思います。 

 

○坂田孝志委員 今おっしゃったのは熊本北

部でやっておられる。これを球磨川上流だと

か八代北部でも令和４年度から取り組んでお
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られるんですか。 

 

○弓削下水環境課長 これは熊本北部だけで

行っております。といいますのが、処理場の

規模といいますか、それが熊本北部が大きく

て、それだけのガスを利用する価値があると

いいますか、そういう施設です。 

 八代と球磨につきましては、やっぱり規模

が小さいものですから、そういうことをやっ

たとしても、実際、ペイできないといいます

か、赤字になってしまうということで、そち

らの２つの施設については、今導入について

は考えておりません。 

 

○坂田孝志委員 ある程度規模が大きくない

と、消化ガスもそういうことでかえってペイ

しないとか、コスト高になるということ、分

かりました。 

 大きい処理場で、少しでもそういうのを活

用されて収入の確保に努めることは大事なこ

とであろうかと思いますので、ぜひしっかり

やっていただきたいなと思います。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○緒方勇二副委員長 大きな視点と小さな部

分でお尋ねしますけれども、そもそも下水道

の広域化の問題は、これは監査委員の審査意

見でも出てきませんけれども、こういう大き

な視点の部分はどうなっているんでしょう

か。 

 それから、これは、下水道料金じゃなく

て、各流域の構成町村からの管理負担金とい

うことでしたけれども、流入量は令和３年、

２年から比して100％、あるいは増えている

ところ。これは下水道の接続率によるところ

が大きいんだろうと思いますけれども、片方

で、私、球磨川の流域下水道におりますけれ

ども、よくよく各御家庭を見れば、水道料金

の1.5倍とか、そういう下水道料金だろうと

思います。よく家庭を見ると、みんなペット

ボトルとか、飲み水は上水道を利用していな

いんですよね。ということは、下水道の料金

収入は減っているんだろうと思います。 

 この管理負担金は町村でしょうから、その

辺の調査もされたほうが、意外とアクアクラ

ラとか何かああいう各家庭でそういうのが多

いですよ。上水道のメーターの多分1.5倍ぐ

らいの料金が下水道料金だったろうと思いま

すけれども、それからすると、多分上水道の

利用は減っているので、各町村の下水道料金

の総額も減っているんだろうと。ですから、

ここに来るんだろうと思いますから、その辺

のことも今後の考え方として考えていただき

たいのと。 

 それから、すみません、弓削のポンプ場で

事故が起きましたね。これは、個人宅に汚水

が流れ込んだというような話聞いていますけ

れども、私が聞くところによれば、機械設備

の業者さん等から聞くと相当傷んでいると。

老朽化の更新の時期も来てるんだろうけれど

も、幹線の汚水管、この辺の年度更新の計画

はもちろんあるんでしょうけれども、やっぱ

り早急に――空隙ができたり、さびたりと

か、鋳鉄管のところかもしれませんけれど

も、そういうところが、突発的にそういうこ

とが起きる時代を迎えてしまったんだろうと

思いますから、その辺の考え方があるのかど

うかもですよ。 

 以上３点ですけれども、広域化の問題、そ

れから飲み水と下水道料金、密接になってい

ますから、そういうことも調べられたほうが

いい。それから、その老朽管の問題、この辺

もちょっと教えてください。 

 

○弓削下水環境課長 まず、広域化の問題な

んですけれども、今後、人口の減少だった

り、老朽化する施設の増大だったり、そうい

う環境が厳しくなる中で、一つの方策といい

ますか、効果的なやり方として広域化、そう
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いうものを国のほうもうたわれております

し、全国的に今取り組んでいるところでござ

います。 

 本県でも、一昨年にこの広域化、共同化と

いう計画をつくっております。その中で、こ

れは市町村の設備も含めたところなんですけ

れども、そういうのをいかに広域化して効率

化するかというのを、県内を６ブロックぐら

いに分けまして、それぞれに一応計画を立て

ているところではございます。 

 その中で、これは、主に市町村さんのほう

でやられるところが多いもんですから、うち

のほうとしても、いろいろ市町村と会う機会

というのは当然ありますので、そういう機会

の中で、進捗状況とか、あと、取組の検討さ

れているところがあるならば、それの取組に

支援するような動きを今我々がやっていると

ころでございます。 

 ２点目の上水道のお話、料金の話というの

は委員のほうからありまして、今ちょっと上

水道の料金の話のほうは、我々ちょっとそう

いうところの視点は、ないことはなかったと

思うんですけれども、具体的に調査はしてお

りませんので、その辺は今後の検討課題だと

思いますので、その辺調べてみて、どんなも

のなのかというのは研究していきたいという

ふうに思っております。 

 施設の老朽化でございます。一番古い熊本

北部下水道で、平成元年ということで約30年

ちょっとたっておるところでございます。 

 今我々のこの老朽化対策としましては、特

に管路につきましては、まず、５年に１回必

ず管の中をカメラで撮って状況がどうなのか

というのを調査しております。基本的に、あ

あいう管路というのは、約50年というのが一

般的な耐用年数というふうなことで言われて

おりまして、それでも30年たっておりますの

で、場所によっては、そういう老朽化が進ん

でいるところがあるかもしれないということ

で、予算は、少しずつなんですけれども、必

ず５年に１回で一周するような形で、そうい

うカメラ点検をやっております。 

 その中で、もし対策が必要なものがあれ

ば、早めに、事後対応するのではなくて、そ

の前に対応していくというような対策を取り

たいというふうに思っております。 

 今現在として、特にひどいというところは

今現状としては見つかってはいないところだ

ったんですけれども、弓削ポンプ場のところ

も30年以上たっておりますので、あそこにつ

いて、ああいうものがどこかにあるかもしれ

ないという危機感を持ちながら、日頃の調査

点検をやっていきたいというふうに思ってお

ります。 

 以上でございます。 

 

○緒方勇二副委員長 老朽化の問題は、耐用

年数が50年とかおっしゃった。でも、やられ

るところは決まっているんですよね、多分。

曲管ですよね、曲がるところ。こういうとこ

ろは半永久管を使うべきだろうと思います

ね、資材が高いですけれども。やはりその辺

の視点も今後は必要だろうと思います。 

 それから、広域化の問題は、やっぱり水道

の広域化は喫緊の課題なんですよ。台風14号

でも、私の地元では相当期間断水しました。

水源の確保と相まって、やはり自然流下式

で、しっかり水源確保して、もうこれを契機

に水道の広域化ばしようじゃないか、そんな

話まで出てきています。と同時に、やっぱり

下水道の県全体での広域化も議論を深めたほ

うがよろしいかなと思います。 

 それから、最後に、要望ですけれども、農

林水産部でも、資材高騰、燃油高騰で堆肥

化、下水道汚泥の肥料を２割程度減じたとこ

ろじゃないと、農家にお金が来ないんです

ね、今後。ですので、下水道汚泥に対する期

待は大きいと思います。ですから、その辺の

有効利用も、農家の本当に経営が今行き詰ま

っているところについて、下水道汚泥の有効
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利用は、ぜひ農林水産部と連携されて、そう

いうことを考えていただきたいなあと思いま

すので、これは要望です。 

 

○坂田孝志委員 下水道の加入率、各家庭

の。どうもこれが今ちょっと頭打ちぐらいじ

ゃないんでしょうかね。 

 私のところも八代北部ですが、もう大分前

ですけれども、加入率が高まってくると代金

は下がってくるというふうな説明を聞いたや

にうろ覚えで覚えていますが、どうもその代

金下がるどころか、今話ありましたように、

1.5倍か２倍近いじゃないですかな。こんな

に高い。加入率を高めるということは、全体

の収益につながりますし、あるいは利用者の

負担軽減にもつながる。もっと加入率を高め

ていくことも大事なことじゃなかろうかな

と、こう思っております。 

 各町村からの負担金、収益となっています

けれども、この徴収票は市町村という名目じ

ゃないと思ったんですがな、下水道何とか

で。各町村があれは取っているんですか。 

 

○弓削下水環境課長 今委員のおっしゃられ

ている下水道料金は、各市町村のほうで徴収

しております。 

 

○坂田孝志委員 加入率は。 

 

○弓削下水環境課長 今、坂田委員がおっし

ゃられているのは、下水道事業で、いろんな

管とかを整備して、それにつなげている、つ

なげていない、そういう接続率というのかな

という、そういうことだろうと。 

 

○坂田孝志委員 合併処理をそのまましてお

る人もおられますもん、高いからと言って。 

 

○弓削下水環境課長 確かに、整備は進んだ

んだけれども、その施設につなぐ、つながな

いということで、今我々がちょっと調べたと

ころでいくと、８割ぐらいがつないでて、残

りの２割ぐらいがまだつないでないと、そう

いう方がいらっしゃるということで、そこを

つなげていただければ、もっと下水道がうま

く生かされるといいますか、そういうことに

なってくると思われます。 

 そういうことで、我々もその施設につなぐ

ことについてのお願いをしているところでご

ざいます。そういうつなぐということを進め

るべきだと。 

 浄化槽につきましても、単独浄化槽から合

併浄化槽、そういうものに変えていただくよ

うなお願いとか補助金もやっておりますし、

そういうのがまた広まっていけば、もっとき

れいな川の水とか、そっちのほうの環境への

影響も出てくるのかなというふうに思ってお

ります。 

 以上でございます。 

 

○坂田孝志委員 ですから、加入率という言

葉がふさわしくなければ、その接続率を高め

るための努力もやっぱり市町村を通じて必要

じゃなかろうかなと、全体の収入にもつなが

りますし、利用者の負担軽減にもつながると

いうことでありますから、やっぱりそれにつ

いて、町村と協力されて、さらに進めていた

だきたいなと。 

 八代の場合は、この宮原の町が入ってくれ

ば、それも当然率的には、利用人口ですか、

それは増えますし、古いところもありますか

ら費用の分もあるでしょうけれども、多くの

方々が北部下水を利用されるということは、

全体としては利用収入増につながるんではな

かろうかなと思っておりますから、利用料の

問題も今後検討すべき事柄じゃなかろうかな

と感じております。 

 以上でございます。 

 

○弓削下水環境課長 委員言われたように、
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接続を進める施策というのは大変重要なこと

だろうというふうに思っておりますので、そ

ういう動きを進めていきたいというふうに思

っております。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○山口裕委員長 なければ、これで流域下水

道事業会計の審査を終了いたします。 

 これより午後１時20分まで休憩いたしま

す。 

  午後０時21分休憩 

――――――――――――――― 

午後１時18分開議 

○山口裕委員長 休憩前に引き続き委員会を

再開します。 

 これより、教育委員会の審査を行います。 

 まず、執行部から説明を求めた後に、質疑

を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いしま

す。 

 それでは、教育長から決算概要の総括説明

を行っていただき、続いて担当課長から順次

資料の説明をお願いします。 

 初めに、白石教育長。 

 

○白石教育長 白石でございます。 

 令和３年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において御指摘のあ

りました施策推進上改善または検討を要する

事項等のうち、教育委員会関係の３点につき

まして、その後の措置状況を御報告いたしま

す。 

 まず、１点目は、決算特別委員会委員長報

告第４の１、共通事項「未収金対策につい

て、コロナ禍の影響による未収金の増加とそ

れに伴う回収の労力の増加が懸念されるが、

公平性の観点から、引き続き、適正な債権管

理と徴収対策に努めること。」という御指摘

でございます。 

 教育委員会では、公平性の観点から、滞納

発生後の速やかな督促体制の確立、休日、夜

間の電話催告や臨戸訪問等による徴収強化、

滞納者に対する法的措置、返還免除や債権放

棄による不納欠損等の取組を実施しておりま

す。今後も引き続き、適正な債権管理と徴収

対策に努めてまいります。 

 次に、２点目は、決算特別委員会委員長報

告第４の７「スクールソーシャルワーカーに

ついて、一人で複数の事案を担当し、一つ一

つの問題解決にかなりの労力が必要なので、

一人の業務が過重な負担とならないよう、人

員確保に向けた検討を行うこと。」という御

指摘でございます。 

 家庭環境や社会の変化により、学校の対応

だけでは難しい事案が増加してきており、福

祉の専門家であるスクールソーシャルワーカ

ーの支援の需要は高まっております。 

 スクールソーシャルワーカーは、限られた

時間内で、生徒支援のほか、関係機関との連

携や報告書の作成などの業務に対応いただい

ています。 

 そこで、令和４年度のスクールソーシャル

ワーカーの活動時間を、前年度比で、小中学

校が324時間、県立学校が300時間を増やし、

一件一件の相談にスクールソーシャルワーカ

ーが余裕を持って業務に当たることができる

よう対応しています。 

 また、緊急時には、県任用のスクールソー

シャルワーカーのほか、精神保健福祉士、社

会福祉士を熊本県いじめ問題等緊急支援員と

して派遣できるよう、３名の人員を確保して

おります。 

 加えて、スクールソーシャルワーカーの研

修機会を確保し、支援の質の向上や関係機関

と連携した支援体制の強化により、負担軽減

を図っているところでございます。 

 令和４年度は、スクールソーシャルワーカ



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和４年10月24日) 

 - 32 - 

ーの質の向上を図ることを目的に、各教育事

務所で実施する地域事例研究会を２回から３

回にいたしました。支援についての見立てや

手だてをスーパーバイザーとともに検証する

ことにより、関係機関と連携した支援の提供

が可能となり、業務の負担軽減につなげてい

ます。 

 また、県立学校教育相談担当者研修を実施

し、スクールカウンセラー、教育相談コーデ

ィネーター等の連携を深め、チーム学校とし

ての支援体制の強化を図ることで、スクール

ソーシャルワーカーの負担軽減を図っていま

す。 

 次に、３点目は、決算特別委員会委員長報

告第４の８「ＩＣＴの活用について、コロナ

禍で会議がオンラインで開催されるようにな

ったことや、県全体でＤＸ、いわゆるデジタ

ルトランスフォーメーションの推進が打ち出

されていることを踏まえ、今後も、教職員の

研修や事務運営において、デジタルの特性を

生かした業務の効率化ができないか総合的に

検討すること。」という御指摘でございま

す。 

 令和３年３月に、本県の教育情報化の取組

の方向性を示した熊本県教育情報化推進基本

方針を作成し、情報活用能力の育成、教科等

の指導におけるＩＣＴの活用、校務の情報

化、情報化推進体制の整備の４つの項目に沿

って取組を進めているところでございます。 

 教職員の研修については、令和４年度熊本

県教職員研修計画において、従来の集合型に

加え、同時双方向のやり取りを行うリアルタ

イム型と一定期間いつでも受講できるオンデ

マンド型を効率的に融合したオンラインによ

る研修や集合とオンラインを組み合わせたハ

イブリッド研修など、勤務環境等に応じて効

率的に受講ができる研修の充実を図っており

ます。 

 また、事務運営については、業務の効率化

に向けて、令和２年度にＩＣＴ活用を含めた

学校現場の業務改善事例集を作成し、各学校

に配付しているほか、令和３年度から、学校

のＩＣＴ活用促進に向けて、県の指導主事に

よる学校への訪問研修、指導助言を行う中

で、校務の情報化も含めて支援を行っていま

す。さらに、令和４年度からは、ＩＣＴを活

用して、学校、保護者間の連絡のデジタル化

や定型的な文書事務の自動化などにも取り組

んでいます。 

 引き続き、研修内容の充実など、教職員の

資質向上に取り組むとともに、全県立学校に

整備された１人１台端末、ネットワーク回線

等のＩＣＴ環境を活用し、さらなる教育情報

化の推進に取り組んでまいります。 

 続きまして、令和３年度の熊本県一般会計

及び特別会計の歳入歳出決算のうち、教育委

員会関係の概要について御説明申し上げま

す。 

 お手元の決算特別委員会説明資料の１ペー

ジ、令和３年度歳入歳出決算統括表を御覧願

います。 

 歳入につきましては、一般会計、特別会計

を合わせた合計の予算現額329億6,732万円余

に対しまして、収入済額350億8,162万円余、

不納欠損額53万円余でございます。 

 不納欠損額は、育英資金等の奨学金貸付け

に係る償還金となっております。 

 また、収入未済額は１億8,194万円余とな

っており、主なものは育英資金貸付金の償還

金となっております。 

 なお、予算現額と収入済額との比較、21億

1,429万円余は、主に育英資金貸付金の新規

申請者が減少したことに加え、返還者が増加

したことに伴う繰越金の増でございます。 

 続きまして、歳出につきましては、一般会

計、特別会計を合わせた合計の予算現額

1,372億9,068万円余に対しまして、支出済額

1,300億311万円余、翌年度繰越額39億5,836

万円余でございます。 

 翌年度への繰越しの主なものとしまして



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和４年10月24日) 

 - 33 - 

は、２月補正予算で計上した県立学校の校内

通信ネットワーク整備事業において、設計及

び工事に要する期間を確保できなかったこと

や、県立学校の施設整備事業において、他工

事との調整に時間を要したこと、新型コロナ

ウイルス感染症感染拡大の影響や国の経済対

策に伴い、２月補正予算で成立した予算であ

ったこと等により、年度内執行が困難とな

り、やむを得ず令和４年度に繰り越したもの

で、現在、その執行に鋭意取り組んでいると

ころでございます。 

 また、不用額は33億2,920万円余となって

おりまして、その主な理由は、事業実施後の

執行残及び入札に伴う執行残でございます。 

 以上が教育委員会関係の令和３年度の決算

概要でございます。 

 なお、詳細につきましては、各課長から説

明させますので、御審議のほどよろしくお願

い申し上げます。 

 

○山口裕委員長 引き続き、各課長から説明

をお願いします。 

 

○竹中教育政策課長 教育政策課長の竹中で

ございます。 

 決算の説明に入ります前に、本年度の定期

監査における指摘事項について申し上げま

す。 

 教育委員会は、文化課について指摘がござ

いました。対応状況等につきましては、後ほ

ど担当課長から説明させていただきます。 

 それでは、教育政策課の決算状況について

御説明いたします。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございますが、不納欠損額は

ございません。 

 ２ページの国庫支出金でございますが、主

なものとしては、最下段の新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金でございま

す。 

 これは、新型コロナウイルス感染症対策と

して、県立学校における生徒１人１台端末等

の整備に係る交付金でございまして、予算現

額と収入済額に３億3,016万7,000円の差が生

じておりますが、通信ネットワーク工事やシ

ステムの整備等に係る事業費を令和４年度に

繰り越したことによるものでございます。 

 続きまして、４ページをお願いいたしま

す。 

 諸収入のうち、雑入でございますが、収入

未済額489万4,000円を計上しております。 

 これは、恩給扶助料過払い金に係るもの

で、恩給扶助料の受給者が死亡した後も、子

に障害があり、死亡を届け出ることができな

かったため、過払い金が生じたものです。 

 過払い金を受領していた子に返還請求をし

ましたが、生活困窮により返済することがで

きず、489万4,000円が収入未済となっており

ます。 

 この未収金につきましては、督促等により

未収金解消に努めているところでございま

す。詳細につきましては、後ほど附属資料で

御説明いたします。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 ５ページをお願いいたします。 

 教育委員会費でございますが、教育委員の

報酬、教育委員会運営費でございます。 

 不用額の主な内容は、教育委員人件費等の

執行残でございまして、これは、新型コロナ

ウイルス感染症感染拡大防止の観点から、学

校訪問や県外出張、卒業式等への出席を当初

の見込みより縮小したことなどによるもので

ございます。 

 次に、事務局費でございますが、課及び室

の運営費、熊本県教育情報化推進事業、県立

学校ＩＣＴ環境整備事業等に係る経費でござ

います。 

 不用額の主な内容は、熊本県教育情報化推

進事業に係るＩＣＴ支援員の委託等の入札に

伴う執行残でございます。 
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 次に、６ページをお願いいたします。 

 上段の教職員人事費でございますが、教職

員住宅に係る経費及び教職員福利厚生事業等

に係る経費でございます。 

 不用額の主な内容は、教職員住宅関係工事

の入札等に伴う執行残でございます。 

 次に、中段の教育センター費でございます

が、教育センターの管理運営費、教育センタ

ーで実施します県立学校及び小中学校教職員

を対象とした教職員研修に係る経費等でござ

います。 

 不用額の主な内容は、研修事業に伴う人件

費等の執行残でございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 １ページの令和３年度繰越事業調べをお願

いいたします。 

 令和３年度から令和４年度への明許繰越し

の事業でございます。 

 熊本県教育情報化推進事業でございます

が、１段目と２段目は、済々黌高校ほか68校

の通信ネットワークに係る設計業務及び工事

に要する経費です。 

 繰越しの理由ですが、２月補正予算に計上

した事業であり、設計及び工事に要する期間

を確保することが困難となったため、やむを

得ず繰り越したものでございます。 

 なお、設計業務は本年８月に完了し、工事

は来年３月には完了する予定でございます。 

 ３段目は、全特別支援学校20校の業務支援

システム整備等に係る経費です。 

 繰越しの理由ですが、２月補正予算に計上

した事業であり、システム整備等に要する期

間を確保することが困難となったため、やむ

を得ず繰り越したものでございます。 

 なお、来年３月には完了する予定でござい

ます。 

 続いて、14ページの令和３年度収入未済に

関する調べをお願いいたします。 

 令和３年度の収入未済額489万4,000円につ

きましては、恩給扶助料の受給者が死亡した

後、同居していた子が重度の精神疾患が原因

で死亡の届出をすることができず、平成26年

１月から平成28年６月までの２年６か月分の

過払いが生じたものでございます。過払い金

は、全て債務者の生活費として消費されてお

りました。 

 経緯についてですが、亡くなった受給者

は、県外で債務者と２人暮らしでしたが、平

成25年頃に自宅で死亡、同居する債務者は、

精神の疾患から来る妄想のため、母親の死亡

を認識できず、平成28年７月に警察により白

骨化した遺体が発見されるまで、母親の遺体

と同居しながら恩給扶助料を消費して生活し

ていたと警察から報告を受けております。 

 補足しますと、通常は、住民基本台帳ネッ

トワークにより受給者の生存を確認し、過払

い等ないよう管理していますが、今回は、説

明したような状況にあり、死亡届自体が出さ

れなかったため、確認が遅れたものです。 

 警察による発見後、債務者は、精神医療セ

ンターに措置入院し、その後は、債務者が居

住する地域の市役所による手厚いサポートを

受けながら、生活保護を受給して生活してい

る状況です。 

 保護費以外の収入はなく、処分可能な財産

もないため、返還請求に応じることができ

ず、未収金となっております。 

 令和３年度の未収金対策としましては、令

和３年７月28日に催告書を交付し、債権回収

の手続を進めるとともに、生活保護受給証明

書を取得するなどにより、債務者の財産状況

等の把握を行っております。 

 債務者本人は、精神障害により直接交渉が

できない状況にございますので、定期的に市

役所に債務者の生活状況や財産状況を確認し

たり、催告書を発出するなど、同市役所福祉

担当部署と連携して未収金解消に努めている

ところでございます。 

 教育政策課は以上でございます。御審議の
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ほどよろしくお願いいたします。 

 

○鍬本学校人事課長 学校人事課長の鍬本で

ございます。 

 まず、歳入について、主なものを御説明い

たします。 

 説明資料の７ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、主なも

のとしては、県立学校授業料や県立学校入学

金でございます。 

 次に、国庫支出金でございますが、主なも

のとしては、高等学校等就学支援負担金でご

ざいます。 

 これは、保護者等の収入状況により、授業

料と同額の就学支援金を国が支給するもの

で、予算現額と収入済額に8,172万1,000円の

差が生じておりますが、対象者が見込みより

も少なかったことに伴う事業費の確定による

減でございます。 

 また、８ページの感染症予防費負担金、新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金及び学校保健特別対策事業費補助でござ

いますが、これは、いずれも新型コロナウイ

ルス感染症対策に要する経費で、予算現額と

収入済額の差につきましては、事業の繰越し

や事業費の確定による減でございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 次に、歳出について、主なものを御説明い

たします。 

 11ページをお願いいたします。 

 教育総務費の事務局費、教職員人事費でご

ざいますが、主に教育委員会事務局職員の人

件費及び就学支援金交付等事業に係る経費で

ございます。 

 不用額の主な内容は、退職者が見込みより

少なかったことによる教職員退職手当等の執

行残でございます。 

 次に、下段の小学校費の教職員費、12ペー

ジ、中学校費の教職員費及び高等学校費の高

等学校総務費でございますが、主に教職員の

人件費でございます。 

 不用額の主な内容は、人件費等の執行残で

ございます。 

 教職員給与費につきましては、毎年度、12

月１日現在の現員数で所要額を見込み、２月

補正を行っておりますが、その後の休職や育

児休業の変更等に伴い、執行残が発生したも

のでございます。 

 次に、13ページをお願いいたします。 

 高等学校費の全日制高等学校管理費、定時

制高等学校管理費でございますが、これは、

高等学校の光熱水費や事務経費等、学校の管

理運営に係る経費でございます。 

 不用額の主な内容は、各学校において、光

熱水費や事務経費の節減に努めたことによる

執行残でございます。 

 次に、下段の特別支援学校費でございます

が、主に特別支援学校の教職員の人件費及び

学校の管理運営に係る経費でございます。 

 不用額の主な内容は、こちらも教職員の人

件費の執行残と管理運営費の経費節減による

執行残でございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 ２ページの令和３年度繰越事業調べをお願

いいたします。 

 明許繰越しでございます。 

 まず、１段目の管理事務費でございます

が、これは、給食費公会計化等に伴う学校徴

収金システムの選定及び導入に要する費用

で、２月補正予算であり、選定及び導入に長

期の日数を要し、年度内の執行が困難となっ

たため、繰り越したものでございます。 

 次に、２段目の学校におけるクラスター発

生防止対策事業でございますが、これは、小

学校等の教職員に対する抗原検査に要する費

用で、２月補正予算であり、感染拡大が落ち

着くまでの間、令和４年度においても継続し

て抗原検査を実施する必要があり、年度内の
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執行が困難となったため、繰り越したもので

ございます。 

 次に、３段目から６段目までの中学校教職

員旅費、県立中学校運営費、全日制高等学校

教職員旅費、特別支援学校教職員旅費でござ

いますが、これは、新型コロナウイルス感染

症感染拡大の影響により修学旅行を延期した

学校の職員の引率旅費について、年度内の執

行が困難となったため、繰り越したものでご

ざいます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 学校感染症対策等支援事業の県立中、高等

学校、特別支援学校の各事業でございます

が、これは、学校における感染症対策に伴う

物品の購入等に要する費用で、国の学校保健

特別対策事業費補助金の交付決定が３月とな

り、年度内執行が困難となったため、繰り越

したものでございます。 

 学校人事課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○宮﨑文化課長 文化課の宮﨑でございま

す。 

 まず、定期監査における指摘事項について

御説明いたします。 

 お手元の監査結果指摘事項の１ページを御

覧ください。 

 指摘事項は「令和３年４月分のファクシミ

リ利用料金について、支払が遅れたため、遅

延利息が発生している。支払手続において、

組織的なチェック体制の強化を図り、支払漏

れの防止に努めること。」でございます。 

 これは、４月分の請求書受理後、速やかに

支出命令書を起票し、課内決裁をしていまし

たが、会計課へ支出命令を持ち込む段階で他

の用務が入り、会計課持込み書類用の棚とは

異なる場所に置いたままとなり、会計課への

持込みを失念してしまったことにより生じた

ものでございます。 

 現在は、毎月支払いのあるものについて

は、事業支出点検表に加えて、紙で毎月の支

払い確認一覧表を作成し、一目で支払い状況

が確認できるようにしているとともに、毎

月、担当者及び担当班長が確認し、押印を行

うことで、チェック体制の強化を図っていま

す。 

 今後、このような事態を生じさせないよ

う、適正な経理処理に努めてまいります。 

 次に、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の14ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、主なも

のとしては、装飾古墳館観覧料、美術館観覧

料及び美術館使用料でございます。 

 次に、16ページにかけての国庫支出金でご

ざいますが、主なものとしては、鞠智城跡災

害復旧事業に係る重要文化財等防災施設整備

事業費補助、県立美術館及び装飾古墳館の新

型コロナウイルス感染症対策に係る新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金で

ございます。 

 14ページのとおり、予算現計と収入済みと

の差、2,856万5,000円は、国の内示額の減及

び事業費の確定及び翌年度繰越しによる減で

ございます。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 寄附金でございますが、文化財等復旧復興

寄附金でございます。 

 平成28年熊本地震で被災した文化財の復

旧、復興のため、県内外から734万2,000円の

寄附をいただいております。 

 次に、中段の繰入金でございますが、主な

ものとしては、被災した文化財の復旧、復興

のための基金からの繰入金である平成28年熊

本地震被災文化財等復旧復興基金繰入金でご

ざいます。 

 予算現額と収入済みとの差、279万8,000円

は、事業費の確定による減でございます。 

 次に、18ページの諸収入でございますが、

主なものとしては、熊本市及び人吉市への派

遣職員の給与である派遣職員の負担金でござ
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います。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の19ページをお願いいたします。 

 まず、文化費でございますが、これは、主

に県立装飾古墳館改修整備事業、県立美術館

分館、装飾古墳館及び歴史公園鞠智城の管理

運営等に係る経費でございます。 

 不用額の主な内容は、装飾古墳館改修整備

に係る経費の入札等に伴う執行残でございま

す。 

 次に、20ページをお願いいたします。 

 美術館費でございますが、これは、県立美

術館本館の管理運営費や改修整備事業、展覧

会事業等に係る経費でございます。 

 不用額の主な内容は、県立美術館本館改修

整備事業の入札に伴う執行残でございます。 

 次に、教育施設災害復旧費でございます

が、これは、主に平成28年熊本地震及び令和

２年７月豪雨で被災した文化財等の災害復旧

事業でございます。 

 不用額の主な内容は、被災した文化財の補

助申請が予定より減ったことや事業費が確定

したことによる執行残でございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 ４ページの令和３年度繰越事業調べをお願

いいたします。 

 明許繰越しでございます。 

 まず、文化財保存整備事業費でございます

が、これは、指定文化財等保存整備に係る経

費について、工事に伴う環境保全対策によ

り、設計変更及び工程の見直し等に日数を要

し、年度内に十分な工期が確保できず、繰り

越したものでございます。 

 次に、文化財災害復旧費でございますが、

これは、文化財の災害復旧について、耐震補

強等の追加調査により、設計変更及び工程の

見直し等に日時を要し、年度内に十分な工事

期間が確保できず、繰り越したものでござい

ます。 

 次に、鞠智城跡災害復旧費でございます

が、これは、令和２年７月豪雨で被災した鞠

智城跡の災害復旧について、新型コロナウイ

ルス感染症感染拡大の影響により、鞠智城跡

の災害復旧方法の検討を行う整備検討委員会

の調整等に不測の日数を要し、年度内に十分

な工事期間を確保できず、繰り越したもので

ございます。 

 次に、５ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 文化財災害復旧費でございますが、これ

は、新型コロナウイルス感染症拡大により、

施工業者における人員確保が困難となり、工

事施工に不測の日数を要し、年度内執行が困

難となったため、繰り越したものでございま

す。 

 文化課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○東施設課長 施設課長の東でございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の21ページをお願いいたします。 

 まず、１段目、県立学校使用料でございま

す。 

 行政財産の目的外使用許可による収入でご

ざいます。 

 次に、２段目から22ページにかけましての

国庫支出金でございますが、主なものとしま

しては、21ページ下から２段目、県立学校災

害復旧費負担金及び22ページの上から２段目

の特別支援学校整備費補助でございます。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 １段目の財産収入でございますが、主なも

のとしましては、上から６段目、土地売払い

収入でございますが、後ほど県有財産処分一

覧表で御説明いたします。 

 次に、下から２段目の繰越金でございます

が、これは、前年度予算の明許繰越し分でご
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ざいます。 

 次に、最下段の諸収入でございますが、主

なものとしましては、県立学校施設法定点検

に係る市町村負担金でございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 24ページをお願いいたします。 

 ２段目の事務局費でございますが、これ

は、市町村立学校の施設整備に係る指導監督

のための事務費でございます。 

 次に、４段目、全日制高等学校管理費でご

ざいますが、これは、県立高等学校施設の修

繕や点検などの維持管理に要した経費でござ

います。 

 次に、最下段、学校建設費でございます

が、これは、熊本工業高校ほか48校の県立高

等学校の施設整備に要した経費でございま

す。 

 不用額が生じた理由は、入札等に伴う執行

残でございます。 

 次に、25ページをお願いいたします。 

 上段、特別支援学校費でございますが、こ

れは、盲学校ほか18校の特別支援学校の施設

整備に要した経費でございます。 

 不用額が生じた主な理由としましては、入

札等に伴う執行残でございます。 

 次に、下段、教育施設災害復旧費でござい

ますが、これは、芦北高校ほか５校の災害復

旧に要した経費でございます。 

 不用額が生じた主な理由としましては、国

査定が遅れ、実績見込みが見通せなかったた

めでございます。 

 続きまして、附属資料について説明させて

いただきます。附属資料をお願いいたしま

す。 

 ６ページでございます。 

 令和３年度繰越事業調べ、明許繰越しでご

ざいます。 

 まず、１段目、校舎新・増改築事業でござ

いますが、これは、熊本工業高校の実習棟改

築工事に係る工事費の繰越しでございます。 

 次に、３段目以降、県立高等学校施設整備

事業でございますが、８ページにかけまし

て、熊本北高校ほか12校の長寿命化改修設計

及び営繕工事などに係る経費を繰り越してお

ります。 

 次に、８ページをお願いいたします。 

 ３段目以降、県立学校防災機能強化事業で

ございますが、小川工業高校ほか１校の防災

機能トイレ整備に係る経費を繰り越しており

ます。 

 次に、下から３段目以降、特別支援学校施

設整備事業でございますが、９ページにかけ

まして、熊本聾学校ほか特別支援学校５校の

営繕工事に係る経費を繰り越しております。 

 次に、９ページの下から２段目以降、特別

支援教育環境整備事業でございますが、10ペ

ージにかけまして、熊本聾学校ほか特別支援

学校４校に係る経費を繰り越しております。 

 次に、10ページ最下段をお願いいたしま

す。 

 県立学校施設災害復旧事業でございます

が、天草拓心高校の災害復旧工事に係る経費

を繰り越しております。 

 これらの繰越しを行った事業につきまして

は、表の右側に繰越し理由を記載しておりま

すが、主なものとしましては、学校や関連工

事等との調整に時間を要したことや、不調、

不落、新型コロナウイルス感染症感染拡大や

国の経済対策に伴う予算計上等により、年度

内執行が困難となったものでございます。 

 なお、いずれの事業につきましても、今年

度中の完了を見込んでおります。 

 最後に、25ページをお願いいたします。 

 令和３年度県有財産処分一覧表でございま

す。 

 これは、矢部高等学校実習地や玉名工業高

等学校の学校用地の一部を地元自治体に売却
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したものでございます。 

 施設課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○前田高校教育課長 高校教育課長の前田で

ございます。 

 一般会計、熊本県立高等学校実習資金特別

会計及び熊本県育英資金等貸与特別会計につ

いて、順に御説明いたします。 

 一般会計の歳入についてでございますが、

説明資料の26ページから29ページまでになり

ます。29ページのほうをお願いいたします。 

 歳入については、諸収入のところに収入未

済額がございます。 

 諸収入の定時制通信制修学奨励資金貸付金

回収金の収入未済額ですが、これは、定時制

通信制修学奨励資金について、一部の貸与者

が滞納したため、116万6,000円が収入未済と

なっております。 

 この未収金につきましては、後ほど附属資

料で御説明をさせていただきます。 

 最下段の雑入でございますが、5,811万

6,000円の歳入についてですが、これは、主

に昨年度の定期監査でも御指摘を受けました

高等学校等修学支援事業費補助金について、

国に誤った実績報告をし、そのまま国に返還

をしてしまったものを、令和４年１月27日に

国から全額返還されたものでございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額は

ございません。 

 次に、30ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出について、主なものを御説

明いたします。 

 教育総務費のうち、事務局費でございます

が、これは、高等学校魅力化きらめきプラ

ン、新設高等学校等教育環境整備事業に係る

経費でございます。 

 不用額は、新型コロナウイルス感染拡大に

より、事業を一部中止したことによる執行残

でございます。 

 次に、教育指導費でございますが、これ

は、高等学校等通学支援事業７月豪雨対応

分、通学支援事業、県立学校修学旅行支援事

業、高校生キャリアサポート事業等に係る経

費でございます。 

 不用額は、主にくま川鉄道のバス運行委託

経費の減や、国庫補助金交付による収入増の

ため、同社への補助金が見込みよりも減少し

たことによる執行残や、新型コロナウイルス

感染症感染拡大により、事業を一部中止した

ことによる執行残でございます。 

 次に、31ページをお願いいたします。 

 高等学校費の高等学校総務費でございます

が、これは、高等学校入学者選抜学力検査に

係る経費でございます。 

 不用額は、新型コロナウイルス感染症感染

拡大により、事業を一部中止したことによる

執行残でございます。 

 次に、教育振興費でございますが、これ

は、主にデジタル化対応産業教育設備整備事

業、奨学のための給付金事業等に係る経費で

ございます。 

 不用額は、主にデジタル化対応産業教育設

備整備事業に係る入札等に伴う執行残、奨学

のための給付金事業の給付対象者の減に伴う

執行残等でございます。 

 次に、教育災害復旧費の教育施設災害復旧

費でございますが、これは、県立高校産業教

育設備災害復旧に係る経費でございます。 

 不用額は、備品の入札に伴う執行残でござ

います。 

 次に、32ページをお願いいたします。 

 国庫支出金の繰出金でございますが、上段

の県立高等学校実習資金特別会計繰出金は、

県立高等学校実習資金特別会計への繰出金で

ございます。 

 不用額は、水産高等学校実習に伴う経費節

減及び熊本丸整備の入札に伴う執行残でござ

います。 

 続いて、33ページをお願いいたします。 
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 熊本県立高等学校実習資金特別会計でござ

います。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 使用料及び手数料、財産収入、繰入金、繰

越金及び諸収入のいずれも、不納欠損額及び

収入未済額はございません。 

 次に、35ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 高等学校費の農業高等学校費でございます

が、農業高等学校における農産物、畜産、食

品加工等の実験、実習及び運営に要した経費

でございます。 

 不用額は、農業高等学校実習に伴う経費節

減による執行残、実習備品の入札に伴う執行

残等でございます。 

 次に、水産高等学校費でございますが、水

産高等学校における実習船による操業、水産

物の食品加工等の実験、実習及び運営に要し

た経費でございます。 

 不用額は、水産高等学校実習に伴う経費節

減等による執行残でございます。 

 次に、36ページをお願いいたします。 

 熊本県育英資金等貸与特別会計でございま

す。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 財産収入、繰入金、繰越金については、不

納欠損額及び収入未済額はございません。 

 37ページの諸収入についてでございます

が、育英資金等貸付金の償還金でございま

す。 

 償還元金と延滞利息等を合わせまして、53

万8,000円の不納欠損額と１億4,559万5,000

円の収入未済となっております。 

 予算現額に対する収入済額が７億632万

9,000円増となっていますが、これは、育英

資金貸付金の新規申請者が減少したことに加

え、返還者が増加したためでございます。 

 未収金対策につきましては、後ほど附属資

料で改めて御説明させていただきます。 

 次に、38ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 育英資金の育英資金等貸付金は、貸与者へ

の貸付金や事務費でございます。 

 不用額を生じた理由は、育英資金貸付金の

新規申請者が見込みより少なかったことによ

る貸付金の執行残でございます。 

 次に、附属資料について御説明をいたしま

す。 

 附属資料の11ページをお願いいたします。 

 11ページの令和３年度繰越事業調べでござ

いますが、まず明許繰越しでございます。 

 高等学校産業教育設備整備費については、

熊本工業高校の建物本体実習棟改築工事の延

長に伴う設備の納期延長により、年度内の執

行が困難となったことにより、繰越しを行っ

たものでございます。 

 次に、農業教育高度化事業費については、

熊本農業高校ほかの整備において、国の補正

予算経済対策に伴い、２月補正で成立した予

算であり、年度内の執行が困難となったこと

により、繰越しを行ったものでございます。 

 次に、12ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 デジタル化対応産業教育設備整備事業につ

いては、専門高校の整備において、新型コロ

ナウイルス感染症感染拡大の影響により部品

の調達が困難となり、資材の納品に不測の日

数を要し、年度内の執行が困難となったこと

によるものでございます。 

 次に、15ページ、令和３年度収入未済に関

する調べをお願いいたします。 

 定時制通信制修学奨励資金の収入未済でご

ざいます。 

 まず、１の歳入決算の状況の備考欄に記載

のとおり、貸与者の返還金の滞納による収入

未済がございます。 

 収入未済額は、２の収入未済額の過去３か

年の推移の右側、令和３年度の計の欄に記載

のとおり、令和３年度末で116万6,000円とな

っております。 
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 この内訳については、３の収入未済額の状

況のとおりでございます。 

 未収金の種類のその他につきましては、本

人は所在不明で、連帯保証人とは接触ができ

ている状態でございます。なお、中ほどの所

在不明とありますのは、本人、連帯保証人と

もに所在が不明というところで分けておりま

す。 

 未収金対策としましては、４に記載してお

りますとおり、延滞者に対して、毎月通知文

を発行するなどの督促を行うとともに、新た

な未収金を発生させないよう、学校を通じて

返還の必要性について周知を図ってきたとこ

ろでございます。 

 次に、16ページをお願いいたします。 

 育英資金の収入未済でございます。 

 まず、１の歳入決算の状況の左側を御覧く

ださい。 

 内訳のほうは、上の段から、元金、延滞利

息及び年度後返納となっております。 

 年度後返納とは、退学等により資格がなく

なった後に過払いとなった分について、翌年

度以降に返納があったものでございます。 

 次に、２の収入未済額の過去３か年の推移

の右側の計の欄を御覧ください。 

 令和３年度は、収入未済額が１億4,559万

5,000円となっております。内訳は、３の収

入未済額の状況のとおりでございます。 

 合計は、表の右側記載のとおり、元金、延

滞利息の滞納者が641人、年度後返納が８人

で、全体で649人となっております。 

 続いて、17ページをお願いいたします。 

 ４として、令和３年度未収金対策の取組を

まとめております。 

 当課では、収入未済額の増大が育英資金制

度の存続にも関わる深刻な問題であることか

ら、１の回収業務においては、(1)早期催告

の徹底、(2)滞納者の状況確認及び財産調査

の徹底、(3)新規返還開始者への周知徹底に

より未収金解消に努めております。 

 次に、２の法的措置の取組では、文書、電

話及び臨戸による催促にも応じず、本人や連

帯保証人の状況が把握できない長期滞納者に

対して、法的措置を行うこととしており、令

和３年度は、６件に対し、裁判所から返還を

命じていただくよう申立てを行いました。 

 その後も返還をお願いしておりましたが、

返還できない理由の説明もないままに、その

後の返還に一切応じなかった２件について

は、やむを得ず強制執行の申立てを行ったと

ころです。 

 さらに、３の不納欠損の実施とともに、４

の奨学生の返還意識の醸成により、奨学金を

受給する奨学生としての自覚を促すための取

組を行っているところでございます。 

 18ページを御覧ください。 

 育英資金の平成16年度以降の調定額、未収

金額等の推移をまとめた資料でございます。 

 上段の未収金額の推移表、右端の欄に収納

率を記載しております。 

 これまで申し上げました取組の結果、令和

３年度の収納率は89.5％となっており、これ

は全国でもトップクラスでございます。 

 このように、例年高い収納率を維持してお

り、令和３年度の未収金は１億4,559万5,000

円と、前年と比べ478万円減少しておりま

す。 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受

けた返還者に対して、返還猶予や分割返還を

認めるなど、それぞれの状況に応じて寄り添

った対応を行ったこと、また、まん延防止等

重点措置の適用期間においては、自宅訪問は

できませんでしたが、電話連絡で集中的な催

告を行ったことなどが減少の主な要因だと考

えております。 

 今後とも引き続き、滞納発生後の速やかな

督促を徹底するとともに、過年度滞納分につ

いては、繰り返し催告を行うなど、未収金の

解消につなげていきたいと考えています。 

 次に、24ページの令和３年度不納欠損に関
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する調べをお願いいたします。 

 育英資金の不納欠損でございます。 

 令和３年度は、右欄備考のとおり、２件の

不納欠損を行っております。 

 不納欠損の理由は、奨学生及び連帯保証人

が、県の債権について、裁判所による破産免

責決定、いわゆる自己破産を受け、回収の見

込みがなくなったものによるものです。 

 高校教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○宮本特別支援教育課長 特別支援教育課長

の宮本でございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の39ページをお願いいたします。 

 国庫支出金でございますが、主なものとし

ましては、インクルーシブ教育システム構築

事業費補助の備考欄に記載しておりますほほ

えみスクールライフ支援事業及び発達障がい

等支援事業に係る国庫補助金でございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の41ページを御覧ください。 

 まず、教育指導費でございますが、主なも

のとしましては、たんの吸引などの医療的ケ

アが必要な児童生徒に対して、医療機関から

学校へ看護師を派遣するほほえみスクールラ

イフ支援事業と、発達障がい等支援事業にお

いて、熊本市以外の小中学校特別支援学級の

担任を対象に、令和３年度から実施しており

ます特別支援学級担当者指導力向上研修に係

る経費でございます。 

 不用額を生じた理由は、ほほえみスクール

ライフ支援事業において、人工呼吸器装着の

対象児童生徒が予定より少なかったことによ

る執行残でございます。 

 次に、特別支援学校費でございますが、こ

れは、平成31年に開校しました熊本はばたき

高等支援学校、令和３年度に開校しましたか

もと稲田支援学校、鏡わかあゆ高等支援学校

のほか、平成23年以降に設置しました２つの

分教室に係る県立特別支援学校管理運営費な

どの事業経費でございます。 

 不用額を生じた理由は、新型コロナウイル

ス感染症感染拡大の影響により、出張や校外

学習を自粛したことによる運営費の執行残で

ございます。 

 次に、教育施設災害復旧費でございます

が、これは、芦北支援学校佐敷分教室校舎の

大型設備でありますアップライトピアノ設置

に係る経費でございます。 

 特別支援教育課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○野崎学校安全・安心推進課長 学校安全・

安心推進課長の野崎でございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の42ページをお願いいたします。 

 国庫支出金につきましては、不納欠損額及

び収入未済額はございません。 

 主なものとしましては、スクールカウンセ

ラー等配置事業費補助に係る国庫補助金でご

ざいます。 

 これは、いじめや不登校など悩みを抱える

生徒や平成28年熊本地震発生に伴う児童生徒

の心のケアに対応するため、専門的知識、技

能を有する臨床心理士等の配置のために、国

から交付される補助金でございます。 

 次に、諸収入、雑入でございますが、不納

欠損額はございません。 

 収入未済額としまして、308万7,000円を計

上しております。 

 これは、スクールカウンセラー報酬等返還

金に係るものであり、詳細につきましては、

後ほど附属資料で御説明させていただきま

す。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の43ページをお願いいたします。 

 まず、教育総務費の教育指導費でございま
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すが、主なものといたしましては、スクール

カウンセラー活用事業及びスクールソーシャ

ルワーカー活用事業に係る経費でございま

す。 

 これらは、いじめ、不登校の積極的予防と

解消を図るため、学校における教育相談体制

の充実や校内研修等の支援を行うものでござ

います。 

 不用額を生じました理由は、いじめ防止対

策推進事業において、重大事態の発生に伴う

審議会調査が実施されなかったことによる執

行残と、学校支援アドバイザー、スクールカ

ウンセラー及びスクールソーシャルワーカー

の人件費等の執行残でございます。 

 次に、説明資料の44ページをお願いいたし

ます。 

 保健体育費の保健体育総務費でございます

が、主なものとしては、日本スポーツ振興セ

ンター事業に係る経費でございます。 

 これは、学校管理下で児童生徒等の事故災

害が発生しましたときに、災害共済給付金を

支払うものでございます。 

 不用額を生じた理由は、日本スポーツ振興

センター事業において、医療費等の支給額が

見込みより少なかったことによる執行残でご

ざいます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 19ページの令和３年度収入未済に関する調

べをお願いいたします。 

 ２の収入未済額の過去３か年の推移の表を

御覧ください。 

 左側の欄に記載のとおり、収入未済額は、

スクールカウンセラー報酬等返還金に係る分

でございます。 

 右側の計の欄に記載のとおり、令和３年度

末時点での収入未済額は、308万7,000円とな

っております。 

 ３の収入未済額の状況のとおり、現在、分

割による納付を行っているところでございま

す。 

 次に、４の令和３年度の未収金対策を御覧

ください。 

 上段の経緯に記載のとおり、本件は、県が

平成12年に任用しましたスクールカウンセラ

ー１名が、資格要件を満たしていなかったこ

とが後日判明したため、任用当時に遡って支

払った報酬等の返還を求めているものでござ

います。 

 平成16年12月に返還が確定し、一時期は継

続的に返還が行われておりましたが、当人が

健康不良等により安定した仕事に就労できな

くなったことから、返還が長期化していると

ころでございます。 

 下段の令和３年度の取組に記載のとおり、

分納誓約書に基づき、不定期ではありますが

返還されているため、随時、就労状況や健康

状態を確認しながら、文書による督促を行っ

たところでございます。 

 今後も引き続き、電話等により本人の生活

状況等を確認しながら、未収金の回収に努め

てまいります。 

 学校安全・安心推進課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○平江体育保健課長 体育保健課長の平江で

ございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の45ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、主なも

のとしましては、県営体育施設の使用料でご

ざいます。 

 次に、46ページから47ページにかけての国

庫支出金でございますが、主なものとしまし

ては、新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金や文部科学省やスポーツ庁等の

補助事業や委託事業に係る歳入でございま

す。 

 なお、46ページの就学奨励費補助及び全国
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中学校体育大会運営事業費補助において、合

計220万6,000円の収入未済がございます。 

これは、平成29年度に発生したものであ

り、詳細につきましては、後ほど附属資料で

御説明させていただきます。 

 次に、47ページの財産収入でございます

が、体育用品等の不用物品売払い収入でござ

います。 

 下段の諸収入でございますが、主なものと

しましては、熊本武道館に係る熊本市からの

負担金や熊本県民総合運動公園及び藤崎台県

営野球場に係るネーミングライツ命名権料で

ございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額は

ございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の48ページをお願いいたします。 

 まず、保健体育総務費でございますが、主

な事業の概要としましては、学校医、学校歯

科医、薬剤師等の設置や県立学校における健

康診断等に係る経費でございます。 

 不用額を生じた理由としましては、県立学

校における健康診断において、職員の人間ド

ック受検等により健康診断受検者数が減った

ことによる執行残等でございます。 

 次に、下段から49ページにかけての体育振

興費でございますが、主な事業の概要としま

しては、九州地区国民体育大会、部活動指導

員配置事業、くまもとワールドアスリート事

業や総合型地域スポーツクラブ育成支援事業

に係る経費でございます。 

 不用額を生じた理由としましては、新型コ

ロナウイルス感染症感染拡大による一部事業

中止や事業内容変更に伴う執行残等でござい

ます。 

 次に、49ページから50ページにかけての体

育施設費でございますが、主な事業の概要と

しましては、熊本県民総合運動公園や県立総

合体育館等の県営体育施設の管理運営、施設

整備等に係る経費でございます。 

 不用額を生じた理由は、藤崎台のクスノキ

群折れ枝撤去業務について、災害復旧費への

振替に伴う執行残等でございます。 

 次に、下段の災害復旧費でございますが、

事業の概要としましては、藤崎台のクスノキ

群折れ枝撤去の災害復旧に係る経費でござい

ます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 20ページをお願いいたします。 

 令和３年度収入未済に関する調べでござい

ます。 

 １の歳入決算の状況、備考欄に記載のとお

り、平成29年度要保護児童生徒援助費補助金

及び平成29年度全国中学校体育大会運営事業

費補助金に収入未済がございます。 

 収入未済額は、２の収入未済額の過去３か

年の推移、各年度の表右側計の欄に記載のと

おり、平成29年度要保護児童生徒援助費補助

金に6,000円、平成29年度全国中学校体育大

会運営事業費補助金に220万円となっており

ます。 

 この２件の補助金とも、財源の一部となる

国庫補助金の請求手続が期限までにできてい

なかったことにより収入未済が生じたもので

あり、手続の不備が判明した直後の平成30年

５月に、文部科学省とスポーツ庁へ直接出向

き、補助金の交付について検討していただく

ようお願いしたところでございます。 

 国からは、請求期限後の平成30年４月末以

降の処理はできないとの回答がございました

が、その後も継続的に協議、検討をお願いし

ておりまして、昨年度に引き続き本年度も、

文書により補助金の交付について依頼し、文

部科学省とスポーツ庁へ再検討していただく

ようお願いしております。 

 また、再発防止策につきましては、事業支

出点検表を作成し、支出関係帳票とともに月

１回課内全員で確認を行い、執行状況のタイ

ムリーな把握を組織的に行い、チェック体制
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の強化を継続して行っており、経理事務に関

する研修会も実施しております。 

 今後も再発防止に努めますとともに、引き

続き、国に対しましても、協議、検討をお願

いして、収入未済の解消に取り組んでまいり

ます。 

 体育保健課の説明は以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いします。 

 

○藤岡義務教育課長 義務教育課長の藤岡で

ございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の51ページをお願いいたします。 

 国庫支出金の国庫補助金でございますが、

主なものとしては、最下段の新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金でござい

ます。 

 これは、新型コロナウイルス感染症対策と

して、令和３年度に来日する外国語指導助手

ＡＬＴ24名分の新型コロナウイルス感染症対

策に係る経費及びコロナの影響による航空運

賃高騰に伴うＣＬＡＩＲ――このＣＬＡＩＲ

とは、ＡＬＴの派遣等を行っております一般

財団法人でございますが、これへの負担金に

係る国庫補助金でございます。 

 なお、歳入につきまして、不納欠損額、収

入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の53ページをお願いいたします。 

 教育指導費の主なものとしましては、備考

欄の下のほうに記載をしておりますが、熊本

県学力・学習状況調査の実施に係る経費であ

る学力向上対策事業、少人数指導やＴＴ指

導、放課後等に補完学習をする学習支援に係

る経費である補習等のための支援員配置事

業、小中学校における英語教育の充実に要す

る経費である英語検定チャレンジ事業、ＡＬ

Ｔを配置し生徒の英語運用能力及び異文化理

解力の向上を図るＡＬＴ活用促進事業、学級

経営及び学力向上等に課題を抱える学校にア

ドバイザーを派遣する学級経営等支援事業で

ございます。 

 不用額を生じた理由は、事業実績の減等に

伴う執行残でございます。 

 義務教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○三角社会教育課長 社会教育課長の三角で

ございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の54ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、県立青

少年の家の携帯電話基地局設置等に伴う行政

財産使用料でございます。 

 次に、国庫支出金でございますが、主なも

のとしましては、１段目の地域学校協働活動

推進員などの配置を実施する市町村への補助

事業に係る地域連携教育支援活動促進事業費

補助でございます。 

 予算現額と収入済額との差、542万8,000円

は、事業実績額の減によるものであります。 

 ３段目の教育災害復旧費補助でございます

が、これは、令和２年７月豪雨で被災したあ

しきた青少年の家ののり面工事に係る経費に

係る補助でございます。 

 予算現額と収入済額との差、1,664万8,000

円は、事業実績額の減によるものでありま

す。 

 次に、55ページをお願いいたします。 

 財産収入でございますが、主なものとしま

しては、財産運用収入の土地貸付料で、これ

は熊本県青年会館敷地に係る土地貸付料でご

ざいます。 

 なお、歳入につきまして、不納欠損額、収

入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 56ページをお願いいたします。 

 社会教育総務費でございますが、主なもの

といたしましては、社会教育及び生涯学習の

振興に関する事業、青少年教育施設の管理運
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営に係る経費でございます。 

 不用額は、主に地域学校協働活動推進事業

の新型コロナウイルス感染症拡大による事業

縮小に伴う執行残や青少年教育施設の保全工

事の入札等に伴う執行残でございます。 

 次に、図書館費でございますが、熊本県立

図書館の管理運営及びくまもと文学・歴史館

の運営等に係る経費でございます。 

 不用額は、主に県立図書館の維持管理業務

委託の入札等に伴う執行残や図書館人件費の

執行残でございます。 

 次に、57ページをお願いいたします。 

 教育施設災害復旧費でございますが、これ

は、先ほど歳入のところで説明いたしました

あしきた青少年の家ののり面工事に係る経費

でございます。 

 不用額は、崩壊したのり面が想定より浅

く、工事費が安価となったことによる執行残

でございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 附属資料、13ページの令和３年度繰越事業

調べをお願いいたします。 

 明許繰越しでございます。 

 １段目は、青少年教育施設管理運営費でご

ざいますが、これは、菊池少年自然の家の電

気設備改修工事に係る経費でございます。 

 繰越しの理由でございますが、入札不調等

により工期が確保できず、年度内の執行が困

難となったため、繰り越したものでございま

す。 

 工事は、８月に完了しています。 

 ２段目は、県立図書館機能保全事業費でご

ざいますが、これは、県立図書館のトイレ改

修工事に係る経費でございます。 

 繰越しの理由でございますが、災害復旧関

連工事を優先したことや設計及び工事施工に

日数を要し、年度内の執行が困難となったた

め、繰り越したものでございます。 

 工事は、８月に完了しております。 

 ３段目は、全国都市緑化くまもとフェア特

別展開催支援事業費でございますが、これ

は、県立図書館における全国都市緑化くまも

とフェア特別展に係る経費でございます。 

 繰越しの理由でございますが、特別展の展

示期間が年度をまたぐことから、年度内の執

行が困難となったため、繰り越したものでご

ざいます。 

 特別展は、５月に完了しております。 

 社会教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○柳田人権同和教育課長 人権同和教育課長

の柳田でございます。 

 まず、説明資料58ページ、歳入について御

説明いたします。 

 国庫支出金につきましては、調定額57万

円、全額収入済みであります。 

 諸収入は、全て地域改善対策高等学校等奨

学資金貸付金に係るものでございまして、合

わせて2,499万2,000円が収入未済となってお

ります。 

 未収金につきましては、分割納付者に対し

ては納付管理を行い、そのほかについては、

催告と併せ納付指導を行うなど、関係市町村

と連携して回収に努めているところでござい

ます。詳細につきましては、後ほど附属資料

において御説明させていただきます。 

 なお、歳入につきまして、不納欠損額はご

ざいません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 59ページをお願いいたします。 

 教育総務費の教育指導費でございますが、

人権教育を推進するための経費及び各種人権

教育研修事業等に係る経費でございます。 

 次に、高等学校費の教育振興費でございま

すが、高等学校等進学奨励事業に係る経費で

ございます。 

 次に、社会教育費の社会教育総務費でござ

いますが、主なものとしましては、人権教育
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関係補助事業に係る経費でございます。 

 不用額は、主に関係団体の補助事業実績減

や新型コロナウイルス感染症拡大による事業

の変更に伴う執行残でございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 22ページ、令和３年度収入未済に関する調

べをお願いいたします。 

 １の歳入決算の状況の備考欄に記載してあ

りますように、この未済は、全て地域改善対

策高等学校等奨学資金に係る貸付金等の未収

金でございます。 

 まず、地域改善対策高等学校等奨学資金の

制度について御説明させていただきます。 

 この制度は、昭和44年の同和対策事業特別

措置法に基づき、同和地区の子供たちを対象

に、高校や大学等への修学支援として給付か

ら始まった奨学資金制度でありまして、法律

の改正に伴い、昭和58年から段階的に貸与へ

と切り替わってきたものでございます。 

 平成17年度で貸付事業は終了となりまし

て、県では、約2,000人に約28億円を貸与し

ており、現在は返還事務のみを行っていると

ころでございます。 

 ２の収入未済額の過去３か年の推移のとお

り、収入未済額につきましては、年々減少し

ております。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 ３の収入未済額の状況でありますが、右側

合計欄に記載のとおり、貸付金返還金の未納

者と中途退学による返納金の未納者と合わせ

て合計で118人になります。 

 その内訳は表のとおりで、列の中ほどにあ

ります非協力的に計上している方は、戸別訪

問を行っても不在で会うことができず、文書

での催告においても何の反応もいただけない

方等を計上しております。 

 今後も、戸別訪問や文書催告を試み、現況

の把握に努め、的確な納付指導を行ってまい

ります。 

 ４の令和３年度の未収金対策であります

が、現年度分の取組としましては、関係市町

村担当者に対して返還事務説明会を実施し、

滞納発生後におきましては、未納者に対し電

話催告を行う等、未納状態の早期解消に努め

ました。 

 過年度分の取組としましては、未収金特別

対策として、県単独または関係市町村の担当

者と合同で戸別訪問を実施し、未納者世帯の

生活状況等を把握した上で、状況に応じた返

還指導を行いました。 

 取組の成果としましては、直接会って会話

をすることによって返還に対しての意識づけ

ができ、途切れていた分納が再開したことな

どがありました。 

 収入未済額につきましては、前年度末、

2,724万6,000円から2,499万2,000円となり、

225万4,000円縮減することができました。 

 人権同和教育課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○山口裕委員長 以上で教育委員会の説明が

終わりましたので、質疑に移りたいと思いま

す。 

 なお、質疑は、該当する資料名並びにペー

ジ番号を述べてからお願いします。 

 ちょっと私のほうから確認ですけれども、

附属資料の25ページ、財産処分の一覧表、施

設課についてですが、口頭の説明では、地元

自治体が契約の相手方だという説明だったと

思いますが、ここの相手方、法人と書かれる

とえらい幅広いなと思いながら、まあ法人と

言われれば法人、説明では、自治体と言えば

自治体、そんな感じかなと思うんですけれど

も、何かもうちょっと分かりやすいという

か、法人は幅広過ぎないかなとちょっと直感

的に思ったんですけれども、表記としてはこ

ちらが適切ですか。 

 

○東施設課長 委員長御指摘のとおり、こち
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らでは、少々情報として不十分な情報だった

かと思います。ここは、地方自治体というふ

うにすべきかと思っております。 

 以後、表記については、気をつけさせてい

ただきます。 

 

○山口裕委員長 それでは、質疑に移りま

す。質疑はありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 スクールソーシャルワーカ

ーの件について、教育長からも、この重要性

に関しては報告があったとおりだと思いま

す。 

 まずは、このスクールソーシャルワーカー

の雇用形態を教えていただけますか。 

 

○野崎学校安全・安心推進課長 令和２年度

から会計年度任用職員として任用しておりま

して、令和３年度につきましては、義務制21

名、そして県立高等学校に８名のＳＳＷのほ

うを採用させていただいているところでござ

います。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 この任用でという形で今採

用されているというふうにおっしゃいました

けれども、やっぱり結局相手方をきちっとフ

ォローしていくために、本当にこの任用でい

いのかという問題があると思います。 

 やはり問題のある家庭なり子供なりをフォ

ローしていくに当たって、任用だと、毎年毎

年、場合によっては変わっていく可能性があ

ります。スクールソーシャルワーカー自体が

対象者が変わっていく、ということは、継続

性がそこで失われてしまう可能性がありま

す。 

 そういう意味においては、やっぱり継続性

を持たせないと、きちっとした対応、フォロ

ーができないというふうに考えていますの

で、まずは雇用の在り方も含めて考えていか

ないと、スクールソーシャルワーカー自体の

数が増えていかないと思います。 

 やはりきちっとした形で雇用することによ

って収入的に安定がするような形をつくらな

いと、このスクールソーシャルワーカーも、

何というかな、何人も抱えているわけであっ

て、そして年度ごとに変わっていくようだっ

たら、やっぱりきちっとした形の仕事が私は

できないというふうに考えていますので、再

度、さっき言いましたように、まずは雇用の

ありようも含めて考えていただければという

ふうに考えております。まあ、そういう形で

お願いしたいと思います。ただ、人数は、あ

まりにもやっぱりまだ少ないような気がしま

すので、それも含めてやっていただければと

思います。 

 ここは、もう要望でいいです。 

 

○山口裕委員長 ほかに。 

 

○坂田孝志委員 人権同和さんだったかな、

最後の説明をされたのは。 

 この未収金です。これは、いつから発生し

ているんですか。 

 

○柳田人権同和教育課長 地域改善対策高等

学校等奨学資金の貸与、その制度に切り替わ

りましたのが昭和62年からでございます。 

 

○坂田孝志委員 58年ということかな。62年

から。 

 

○柳田人権同和教育課長 はい、昭和62年度

からです。 

 

○坂田孝志委員 貸与制度に変わったんです

よね。 

 

○柳田人権同和教育課長 はい。 
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○坂田孝志委員 それで、収入未済が発生し

たのはいつからですか。 

 

○柳田人権同和教育課長 収入未済額の発生

時期については、今すぐ調べますので。 

 

○坂田孝志委員 先ほど、戸別訪問によって

10年ぶりとありましたが、もう随分前からな

んでしょう。 

 

○柳田人権同和教育課長 10年ぶりに納付が

行われた県内在住の方、平成24年度に返納の

約束はしていただきましたけれども、その後

県への返納が全くありませんで、今回、昨年

度、臨戸訪問によってやっと10年ぶりに県へ

の返納が行われたという状況でございます。 

 

○坂田孝志委員 かなり前ですよね。こちら

は、法的措置、手段というか、法的な対応は

なされていないんですか。 

 

○柳田人権同和教育課長 先ほど、この地域

改善対策高等学校等奨学資金の制度について

大まかに御説明しましたが、これは、もとも

と同和地区に住んでいる子供たちを対象に貸

与が始まった制度でございますので、自分が

同和地区であるかどうかということについ

て、非常にプライバシーの問題とも関係して

まいります。 

 そのため、これまで弁護士と協議するなど

の法的措置については検討しておりませんで

した。例えば、お金を借りている方が、今結

婚をされて、そして、私どもが請求に行きま

すと、妻とかあるいは子供に自分が同和地区

出身であるということが分かってしまう、そ

のようなことに配慮しまして、これまで法的

措置についてはなかなか私たちも踏み込んで

はきていなかったところでございますが、例

えば、本人が自分の出自について知ってい

る、自分が同和地区出身であるということを

知っている、なおかつ、結婚されていらっし

ゃらない、御家族がいない、そして独り暮ら

し、このような方に対しては、いろいろ弁護

士さんとも協議しながらの催告も可能という

ふうに考えておりますので、今後、そのよう

な点につきましては、弁護士さんと協議をす

る予定であります。 

 以上でございます。 

 

○坂田孝志委員 別の課ですが、高校教育課

ですが、奨学金の未納に対することには、法

的措置がありますか。 

 

○前田高校教育課長 高校教育課のほうに関

しては、法的措置を必要に応じて取っており

ます。 

 

○坂田孝志委員 それは、未納期間がどれく

らいですか。 

 

○前田高校教育課長 未納期間に明確に何年

からということはございませんが、先ほど御

説明させていただいたとおり、こちらからま

ず裁判所のほうに申立てをしまして、催告を

しておるんですが、それでも全く応じていた

だけないという場合に、そういうようなさら

なる法的措置というのに動いております。 

 

○坂田孝志委員 いやいや、だってここに書

いてあるじゃない。長期滞納、おおむね６か

月以上のケースについては、民事訴訟法に基

づき法的措置を行う。６か月じゃないんです

か。 

 

○前田高校教育課長 ６か月を一つの目安と

しておりますが、そこは、先ほど申し上げた

とおり、例えば災害でありますとかコロナも

ありますので、そこは少し柔軟に、相手方と

お話をしながら、進められるところは進めて

いきたいと思っております。 
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○坂田孝志委員 そうなりますと、教育長が

冒頭に説明されましたが、公平性の観点から

債権管理等徴収対策に努めると、こうありま

すが、片や６か月を対象とする、片や何十年

たってもしない、これは公平性の観点からい

かがなものですかね。 

 教育長、あなた冒頭おっしゃったろ、引き

続き適正な債権管理と徴収対策に努めてまい

りますと。公平と思えぬがな。 

 

○白石教育長 ありがとうございます。 

 まず、高校の修学資金については、大体原

則どおりといいますか、そういう形で今進め

ておりまして、その人権同和の部落出身者に

対しては、ちょっとデリケートな問題があり

ますものですから、今課長が申し上げたよう

なところでやっていたところではございます

けれども、坂田委員おっしゃいますように、

全体の公平性をどう担保していくかというこ

ともありますので、そこは併せてしっかり検

討していきたいというふうに思っておりま

す。 

 以上です。 

 

○坂田孝志委員 どうですかね、高等学校育

英資金で、生活困窮者もいろいろおられるで

しょう。そういうような中で、法的措置にま

で踏み込んでいる。片や、何十年たっても、

まあ訪問に行ったり、催告を行ったり、ある

程度もう少し整理すべき課題じゃないんでし

ょうかね。そう感じますが、説明を受けまし

て、素直に。 

 

○白石教育長 御指摘もございましたので、

再度、ちょっと現状も踏まえて、しっかり検

討させていただきたいと思います。ありがと

うございます。 

 

○柳田人権同和教育課長 人権同和教育課で

ございます。 

 先ほど坂田委員から御質問のありました、

一番古い未収金はいつ頃ですかという御質問

の回答でございますが、平成８年度の未収金

が一番古い未収金でございます。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩田智子委員 今のことに関連して、ちょ

っと私の意見を述べさせていただきます。 

 人権同和教育課のほうの未収金について

は、国の法律でできて、地域改善対策という

ことで借りれるというものだったですよね。

今は貸すことはもう終わっているということ

ですが、これができたときに、やっぱりこれ

ができた理由があるわけですよね。 

 で、その本人が、自分がその出自、自分が

どうなのか分からないとか、ほかの人に言っ

ていないというようなことで、すごくデリケ

ートと言われましたけれども、これを借りる

ということは、それをやっぱり認めて、自分

としてはそのことを分かって借りられている

んだと私は思います。じゃないと、おかしい

ですね。 

 だから、その辺の話をしっかりと、何とい

いますか、借りた人たちに話をされたほうが

いいと思うんです。ちょっとデリケートだか

らそこは言えないとかじゃなくて、きちんと

話をすることが差別をなくすことだと私は思

いますので、私の意見をちょっと述べさせて

いただきました。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 体育保健課のやつで、結

局、未収金、220万ですかね、収入未済額

が、国庫支出金の中で。全国の中学校体育大

会運営費の補助、これは平成29年の話であっ

て、既に今令和４年、逆に言って、文書で幾



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和４年10月24日) 

 - 51 - 

ら依頼しても、本当に出てくるのかどうかと

いうのは極めて――私は出てこないというふ

うに踏んでるんですけれども、国は、そんな

簡単じゃないし、過年度分に関しては、そう

簡単に金は出してこないと思います。 

 だから、この部分をそのまま残していくの

か、これをどういうふうに処理していくの

か、今後の考え方を教えてください。 

 

○平江体育保健課長 体育保健課でございま

す。 

 今、委員から御指摘がございました全国中

学校体育大会の未収金についてでございます

けれども、平成29年度の大会で、平成30年度

に未収金の取扱いというようなことでござい

ます。 

 ただ、これは、国が交付決定通知を平成30

年４月末にいたしておりますので、一応債権

が発生しているというふうに理解し、今、国

のほうにお願いと協議をしてきているところ

でございます。 

 ただ、国としましては、正当な理由という

ふうなことで、これまでずっと認めてきてお

りませんが、ちょうど５年目に入りまして、

来年の４月末にちょうど５年満期となります

ので、それまでは国のほうにお願いをしまし

て、その後、この５年間で債権が消滅すると

いうことで考えられますので、その５年間の

交付まで一切交付の行使がされなかった場合

につきましては、不納欠損の手続を検討した

いというふうには併せて考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 委員長、分かりました。も

う結構です、今ので。 

 

○堤泰之委員 高校教育課さんにちょっと質

問ですが、この育英資金というものは、基本

的に誰が対象で、どのような目的かというの

をもう一度教えていただけますか。 

 

○前田高校教育課長 育英資金は、まず１つ

は、高校生、それから高等専門学校生、そし

て大学生の部分を国のほうから移管されてお

りまして、大学生への支援も行っているとい

う状況でございます。 

 

○堤泰之委員 これは、借入者というのは、

その学生さんと思っていいですか。 

 

○前田高校教育課長 はい。借入れは本人に

なります。そして、連帯保証人を必ずつけて

いただいて貸付けを行うという形になってお

ります。 

 

○堤泰之委員 私も、ちょっと経験上、実際

にこれが返せなくて、実質的に、俗に言うブ

ラックというか、新規の借り入れがちょっと

できなくなって、きちんとした職業あるいは

資格を持っていらっしゃるにかかわらずちょ

っと窮していらっしゃる方にお会いしたこと

があるんですけれども、恐らく根本的には金

融知識の不足が招いている部分が多くあると

は思うんですが、民間の金融機関等で、まあ

本来は借入金の借換えというものはあまりは

勧めませんけれども、受け入れていらっしゃ

る金融機関が最近は多くございます。 

 そういったところで、長期に繰り延べるな

りすることによって解決が図れる部分がある

んじゃないかと思います。そういった機関、

直接は難しいと思いますが、ファイナンシャ

ルプランナーなり、生活の指導をされる方に

つながれるということの対応はされておられ

ますでしょうか。 

 

○前田高校教育課長 すみません、ちょっと

そこの部分に関しては、念のため確認をさせ

ていただいてよろしいでしょうか。 
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○山口裕委員長 調べて、なるだけ早く答え

られるならば答えてください。 

 ほかにありませんか。 

 

○岩田智子委員 体育保健課にお尋ねしま

す。 

 スポーツの保険、保険というか、あれが少

なかったですよね、今年、令和３年度は。や

っぱりコロナの影響ですかね。やっぱり活動

が盛んじゃなかったから、けがとかそういう

のが少なかったということなのかなというこ

とをちょっと。 

 

○平江体育保健課長 岩田委員、すみませ

ん、スポーツの保険でございますか。何ペー

ジでございますか。 

 

○岩田智子委員 44…… 

 

○山口裕委員長 学校安全・安心推進課じゃ

なかろか。 

 

○平江体育保健課長 44ページでございます

か。 

 

○岩田智子委員 そうです。保健体育費です

ね。 

 

○平江体育保健課長 所管が学校安全・安心

推進課のほうでございますので、そちらのほ

うからの回答でよろしいでしょうか。 

 

○岩田智子委員 ごめんなさい。間違えまし

た。 

 

○野崎学校安全・安心推進課長 この見込み

が少なかったものにつきましては、当初、本

課が予算計上したときに抱えておりましたま

ず生徒の数、子供の数、これが少なかったと

いうことで、実際、事故等が起きまして支払

いをする場合に、そこの支払い額、死亡見舞

金ですとか障害見舞金を立てておりますけれ

ども、その事故の数が少なかったので、実際

支払い分も少なかったといった結果になって

おります。 

 以上でございます。 

 

○岩田智子委員 コロナでやっぱり野外活動

とか、そういうのが少なかったということで

すかね。 

 

○野崎学校安全・安心推進課長 多少含まれ

ているかと思います。 

 以上でございます。 

 

○岩田智子委員 ありがとうございます。 

 

○前田高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 先ほどの堤委員の御質問にお答えいたしま

す。 

 育英資金は、無利子になっております。で

すので、民間の場合は有利子の融資になりま

すので、民間につなぐということはしており

ません。ただし、くま活サポートなどのいわ

ゆる支援の窓口等の紹介はしております。 

 以上でございます。 

 

○堤泰之委員 滞納されたときの延納である

とか、そういったものもされているんです

か、一応処理として。返済の一定期間の猶予

とか。 

 

○前田高校教育課長 滞納の方に関しては、

御相談をして、なかなか難しいということで

あれば、本来の毎月の額をさらに分割してお

返しいただくようなことも相談しながら、と

にかくしっかりお返しいただけるようにお話

をして、続けてまいっております。 

 以上でございます。 
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○堤泰之委員 その分割した場合の未納金と

いうか、そういったものを含めてこの数字に

入っているんですか。 

 

○前田高校教育課長 そのとおりでございま

す。 

 

○堤泰之委員 分かりました。ありがとうご

ざいます。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 ちょっと１点、先ほどから集中しておりま

すが、44ページ。 

 これは令和３年だったですかね、いつでき

たですか。学校安全・安心推進課ができて、

それで様々な事業と学校の重大な事象とかに

対応するためにつくられた部署だと理解はし

ておりますが、44ページ、学校安全総合支援

事業って、なかなか事業費を見ると小さいな

と。まあ、支援しなくてもよかったのか、そ

れはもう定かにはよう分かりませんけれど

も、この課の役割、しっかりと確立できてい

るのか、ちょっとお尋ねします。 

 

○野崎学校安全・安心推進課長 この事業に

つきましては、国からの全額委託を受けてや

っている事業でございまして、県下の災害等

について、防災主任等を今配置しております

が、この防災主任等の研修等を含めまして、

防災意識を高めていくという事業になってお

ります。 

 現在、人吉・球磨地域の県立高校５校をこ

の指定校にしまして、各学校で防災に向けた

教育、この取組について研究をさせていただ

いております。 

 さらに、各学校において、研究事業ですと

か、また、防災の工夫をした避難訓練等を行

うことによりまして、これを県下のほうに進

めていくという取組を今この事業の中でやっ

ているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○坂田孝志委員 委員長、ちょっと付け加え

て、さっきの件で。 

 人権同和のことですが、平成８年とおっし

ゃったかな。ということは、もう26年ぐらい

になるんですかね。そして、この23ページの

表を見ますと、非協力的が5,400件ですか

ね。育英資金は、まあまあ多くおられますけ

れども、非協力的はゼロですよね。何とか返

そうという、そういう姿勢が見られますよ

ね。片や、5,000何百件も非協力的って、先

ほどの説明で反応なしとか何かおっしゃった

ですね。これから見ると、ああいう法的措置

がないからやっぱりこうなってしまうんじゃ

ないかということを推察します。 

 ここは、やっぱり教育長、十分やっぱり検

討するべきですよ。公平性の観点からと大上

段におっしゃるなら、なおさらのことじゃな

いんですか。 

 

○白石教育長 23ページの件数のところだと

思うんですけれども、ここは15件の540万 

9,000円だと思うんですが……。 

 

○坂田孝志委員 ごめんごめん、15件か。 

 

○白石教育長 いずれにしましても…… 

 

○坂田孝志委員 金額と間違った。 

 

○白石教育長 そういうことで、今おっしゃ

いました公平性の観点、こういった非協力的

な方とか、こういった方々にどういった形で

返納していただくかというのは、法的な措置

も含めて、ちょっとどういう形ができるか、

しっかり検討させてください。 

  

○山口裕委員長 先ほどちょっとお尋ねして
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いた途中なんですが、学校安全・安心推進課

では、様々な事象、学校の事情にサポートす

るとか支援するとか、そういったことで取り

組まれているんでしょうが、実際、皆さん、

その時々に応じてこの課を設置されたと思い

ますけれども、今後、この課が担うべきこと

はなんだというのは、明快になったと、明確

になってきたというのは、そういった評価と

か、その役割をどう分掌を分けていくのか。

その当時は、なかなかぼわっとして分かりま

せんでしたが、まあ数年たって、どういう形

なのか、ちょっとお尋ねします。 

 

○野崎学校安全・安心推進課長 この本課の

名前のとおり、学校の安全、安心をしっかり

ということで、今委員長から御指摘がござい

ました。まず、学校そのもの、動きそのもの

の中での安全、安心、要は災害等に強く、子

供たちが安全、安心でしっかり学べる環境を

つくるというところが、まず一番最初に出て

くるかというふうに思っております。 

 さらには、今本課にございます生徒指導

班、いじめ防止対策班もございますが、学校

の校内においての生徒指導関係、特に、先ほ

どからございますように、やはり社会の変

化、家庭の変化により様々な問題等が発生い

たしておりますので、それを今後子供の成長

に向けてしっかりサポートができるような体

制をつくっていくと。 

 さらには、今、社会的な問題になっており

ますいじめに対しては、しっかりいじめ法の

下に適切な対応ができるように指導していく

というふうなことで、学校全体、子供が安心

して生活できる学校づくりというところで機

能していくように今なっておりまして、今後

もそこをてこ入れしたいというふうに思って

おります。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員長 今後のその動きに期待をす

るところではありますけれども、これまで学

校で起きた重大な事象に対して、すごい歳月

をかけて裁判とか第三者の機関とか、そうい

った形でしか解決できてない現実もある中

で、それに初動として機動的に対応できる部

署でもあるんじゃないかなと勝手に思ってい

るんですけれども、そういったことも踏まえ

て対応していただきたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

 

○野崎学校安全・安心推進課長 今委員長か

ら御指摘がありました、調査委員会が長引い

た形につきましては、実際、この事案が起こ

っているのが、平成27年頃の事案が今調査委

員会でまとめられたという形になっておりま

して、やはりこの間で、いじめ防止対策法に

ついて、学校もしっかり学ぶべきところがあ

ったんじゃないかなというふうに反省をいた

しているところでございます。 

 当時は、やはりいじめ防止対策法の中のガ

イドラインの中には、やはりお互いのけんか

は除くというふうな文言等がありましたの

で、そこをちょっと学校のほうとしては重視

をしてしまった。やはり、もともとにある、

子供が傷ついている、子供が心身的な不安を

感じている、負担を感じているという原点に

返る必要があったのではないかなというふう

に思っております。 

 今、現時点では、１つの県立学校で２本調

査委員会を開始しておりまして、もう一つ

が、年度内に報告書が出る予定ではございま

すが、この内容も踏まえたところで次に改善

を進めたいと思っておりますし、現時点で

は、やはりいじめ法等の認知も進んでまいり

ましたので、初期の対応、そして我々への相

談、そしてそれへの対応というところにつき

ましては、現時点では機動的にできているの

ではないかというふうに考えております。 

 以上でございます。 
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○山口裕委員長 教育長におかれては、およ

そ刑事事件等に派生すれば、疑わしきは罰せ

ずなんていう言葉もあるとおり、そういった

考えでいくんでしょうけれども、教育の現場

においては、疑いがあるんだったら注意す

る、そんな観点が必要かなというふうに思い

ます。 

 そういったところを教育委員会と学校でし

っかりとつくり上げていただいて、推進課の

役割がより増すことを期待しております。 

 以上です。 

 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり) 

○山口裕委員長 なければ、これで教育委員

会の審査を終了します。 

 次回、第６回の委員会は、10月28日金曜日

午前10時から開会し、午前中に、企業局、病

院局の審査を行い、午後から、警察本部、出

納局、各種委員会等の審査を行うこととして

おりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

  午後３時５分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 
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